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　平成18年３月に政令市新潟の教育の方向性を示す新潟市教育ビジョンを策定して以
来、本市の教育は、「学・社・民の融合による人づくり、地域づくり、学校づくり」を合言葉
に、たくさんの方々と連携し、着実に成果をあげてきました。
　第３期実施計画の期間においても、学校では、質の高い学習課題を設定し、子どもの主
体性やかかわりを重視しながら解決していく授業が浸透してきたことにより、学力・体力
の向上に結び付いてきました。また、地域と学校がより結びつきを強くし、地域の力を生
かした教育活動を展開することで、地域とともに取り組む防災活動や安全活動も充実して
きています。
　生涯学習・社会教育においては、学校や社会教育施設、地域を舞台にして様々な取組が
行われており、自分が学んできたことを地域や次の世代のために生かそうとする、循環型
の生涯学習が浸透してきています。

　これまで誰も経験したことのない社会の到来が、にわかに現実味を帯びてきました。国
連では、持続可能な開発目標（SDGs）が示され、官民を挙げて達成に向けた取組が始
まっています。また、人生100年時代を迎え、市民が豊かな人生を送るためにも、生涯学習
とのかかわり方がますます重要になってきています。学校においては、学習用端末を子ど
も一人が１台持つ時代となり、教員の意識改革や授業の変革が求められています。このよ
うな大きく変化しつつある社会の動向を踏まえるとともに、本市の教育行政に寄せる市民
の思いをくみ取りながら、今後５年間に教育委員会がなすべきことを明らかにしたものが、
この第４期実施計画です。

　第４期実施計画では、中心的な考え方のテーマ「これからの社会をたくましく生き抜く
力の育成」を設定し、皆様と共有したいと考えました。これからの社会は予測困難と言わ
れていますが、大人も子どもも社会の変化を前向きにとらえ、主体的に、多様な人たちとも
協働しながら、よりよく、たくましく生き抜くことができるようになることを目指していき
ます。
　そして、希望や夢をもって意欲的に学ぶ子どもや、経験や知識を生かして、いろいろなス
テージで活躍できる、しなやかでたくましい市民が増えていくことを願っています。

　最後に、この第４期実施計画の策定にご協力いただいた皆様に感謝申し上げますととも
に、本市教育ビジョンが目指す教育の実現に向けて、市民の皆様からの一層のご支援とご
協力をお願い申し上げます。
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Ⅰ 第４期実施計画の策定に当たって

１　計画策定の趣旨
　本市は、政令指定都市移行を翌年に控えた平成18年度に「新潟市教育ビジョン　基本構想・
基本計画」（以下、「教育ビジョン」）を策定しました。この教育ビジョンでは、「政令市新潟」
が目指すべき将来像を描く中で、次代の新潟を支え、世界に羽ばたく心豊かな子どもを育み、
市民が学び育つ社会づくりのための、本市の教育の方向とあり方を明確にしました。
　また、前期実施計画（平成19～21年度）、後期実施計画（平成22～26年度）、第３期実施計
画（平成27～令和元年度）を定め、「教育ビジョン」に沿った取組を着実に進めてきました。
　特に、「教育ビジョン」で示した「学・社・民の融合による人づくり、地域づくり、学校づくり」
は、13か年に渡る施策事業の推進を通し、学校と地域が協働する取組として注目されるもの
となりました。
　この度、第３期実施計画の計画期間が終了するに当たり、これまでの計画の実施状況に加え、
子どもが置かれた生活状況や社会情勢の変化などを踏まえて、基本計画において新たに「中心
的な考え方」を設定し、その実現に向けて施策を整理しました。第４期実施計画は、基本計画
を受け、実施する事業計画を示したもので、次代の新潟市を担う人づくりを推進する指針と
します。

２　計画の位置づけ
　この「教育ビジョン」の第４期実施計画は、教育基本法第17条第２項に規定される、地方公
共団体が策定する教育の振興のための施策に関する基本的な計画として策定します。

３　計画の期間
　実施計画の期間は、令和２年度から令和６年度までの５か年とします。

４　計画の対象事業
　教育委員会が現在所管している、市立幼稚園・小学校・中学校・高等学校・中等教育学校・
特別支援学校における教育と、幼児から高齢者までの生涯学習全般において、「教育ビジョン」
の基本施策に基づいて取り組む事業を対象にしています。

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
基本
構想
基本
計画
実施
計画

３つの基本目標と３つの目指す方向

14の基本施策と62の施策

前期実施計画

13の基本施策と54の施策

後期実施計画

12の基本施策と34の施策

第３期実施計画 第４期実施計画
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Ⅱ

Ⅲ

施策体系

基本構想

１　基本目標

２　目指す方向

　○学力・体力に自信をもち、世界と共に生きる心豊かな子ども
　○生涯を通じて学び育つ、創造力と人間力あふれる新潟市民
　○自立した学びと開かれた学びを支援する学習環境

⑴学校教育の方向
　・自分の力に自信をもち、地域を誇れる子ども
　・「授業力」「組織マネジメント力」「人間力」を備え、市民感覚に富んだ教師
　・校種間、学校間連携と外部の力を生かした学校づくり
　・地域･保護者･学校が共に学校教育を考える参画型システムの深化

新潟市教育ビジョン

基 本 構 想

基 本 計 画

実 施 計 画

３つの基本目標と、学校教育、生涯学習、教育行政の目指す方向

中心的な考え方、基本構想を実現する12の基本施策と34の施策

基本計画を具体化する各種事業の実施計画
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⑵生涯学習の方向
　・公民館や図書館などの学びの場を核とした、絆づくりと活力あるコミュニティの形成
　・…現代的･社会的課題やライフステージなど、一人一人の多様なニーズに応じた学習機会の

充実
　・…学校での地域活動拠点づくりや職員の資質向上など、生涯学習・社会教育の推進を支え

る基盤整備
⑶教育行政の方向
　・生涯にわたる教育や学習に対するニーズと課題に対応する現場を重視した体制づくり
　・学･社･民の融合による教育の推進と学びのセーフティネットの構築
　・地域の特色を磨き、伸ばす、学びと育ちへの支援

Ⅳ 基本構想の構造図

新潟市が目指す子どもの姿・市民の姿

自立した学び

学・社・民の融合による人づくり、地域づくり、学校づくり

開かれた学び

○学力・体力に自信をもち、世界と共に生きる心豊かな子ども
○生涯を通じて学び育つ、創造力と人間力あふれる新潟市民

学びを進める一人一人が主体的に
学びの目標を決め、方法を選択し、
自らの能力を生かし伸ばす学び

地域社会全体が信頼とパートナー
シップに基づき、子育てや教育活
動を支え、担っていく学び

学校 地域 社会教育
機関

地域の
諸団体家庭 行政 企業
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新潟市総合計画
「にいがた未来ビジョン」

教育ビジョン
第４期実施計画

第３期
教育振興基本計画

Ⅴ 基本計画

１　中心的な考え方
　第４期実施計画の策定に当たっては、※１第３期実施計画の成果と課題を踏まえ、取組の精
選や重点化を図りました。また、その際には、国の第３期教育振興基本計画を十分に参酌す
るとともに、本市の総合計画「にいがた未来ビジョン」の内容とも調整を図りました。

　「これからの社会」とは、人口減少や高齢化、グローバル化の進展に伴う外国人とのかかわ
りの増加、超スマート社会の実現など、これまで誰も経験したことのない社会です。本市に
おいても、※２若者の県外流出等による人口減少や高齢化により、地域の活性化とそれを推し
進める人材の確保や育成が必要となってきます。
　学びを生かしたり、他者と協働したりしながら、課題解決や自己実現に向けて、様々なこ
とに挑戦し続けるなど、「これからの社会をたくましく生き抜く力」を育てることで、主体的
に物事を成し遂げることができる人材を学・社・民が一体となって育成していきます。

【視点１】　これからの社会で自信をもって自己実現していける子どもを育てます。
【視点２】　学びの循環による人づくり、地域づくりを進めます。
【視点３】　地域と一体となった学校づくりを進めます。

【視点４】　誰もが安心して学べる環境づくりを進めます。
【視点５】　市民に信頼される、魅力ある教育関係職員の育成に努めます。

■本市が考える「たくましく生き抜く力」とは
　学校教育においては、目標に向かって自らの学びを生かしたり、他者と協働したりしな
がら、様々なことに挑戦し続ける力、また、その過程で自分を振り返り、自分の成長を見
出す力。
　生涯学習においては、いくつになっても、何度でも学びに向かおうとする意欲をもち、
新たな自分を発見したり、生きがいを見つけたりする力、また、自分の学習成果を更なる
活動に生かそうとする力。

《中心的な考え方のテーマ》

これからの社会をたくましく生き抜く力の育成
～学・社・民の融合による人づくり、地域づくり、学校づくり～

《５つの視点》　第４期実施計画では、次の視点から重点的な取組を行います。
新潟市の教育を推進する３つの視点

学びの基盤を固める２つの視点
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中心的な考え方のテーマと５つの視点イメージ

《中心的な考え方のテーマ》

これからの社会をたくましく生き抜く力の育成
～学・社・民の融合による人づくり、地域づくり、学校づくり～

視点１：これからの社会で自信をもって自己実現していける子どもを育てます。
視点２：学びの循環による人づくり、地域づくりを進めます。
視点３：地域と一体となった学校づくりを進めます。

視点４：誰もが安心して学べる環境づくりを進めます。
視点５：市民に信頼される、魅力ある教育関係職員の育成に努めます。

《新潟市の教育を推進する３つの視点》

《学びの基盤を固める２つの視点》

　「これからの社会をたくましく生き抜く力」を育てていくためには、生まれ育った環境に左
右されず、誰もが安心して学ぶことができるよう「学びの基盤を固める２つの視点」の取組を
着実に実施することが基本となります。その上で、「新潟市の教育を推進する３つの視点」の
取組を以下のように推進します。

　主体的に物事を成し遂げようとするためには、自分で自分の価値を認め、自分を大切にしよ
うとする気持ち、すなわち自己肯定感が重要です。学校教育においては、これまで、子どもの
学習活動の中で、認め合いを重視し、子どもの自己肯定感を高めるように努めてきました。
　※３新潟市生活・学習意識調査によると、本市の小中学生は、大人や友達に認められる経験を
していると回答する割合が、学年の別なく高い水準にあります。一方で、学年が進むにつれ、
自分に良いところがあると回答する割合が低くなる傾向が見られます。そこで、他者から認め
られることに加え、自分の取組を振り返り、成長を実感させることを大切にします。子どもが
目標に向かって、失敗からの学びも糧とし、挑戦し続ける体験を通して子どもの自己肯定感を
高めていきます。
　また、人とのかかわりの中で自己実現していくために、互いに考えを伝え合い、合意形成し
たり課題を解決したりするコミュニケーション能力は、これからの社会では、ますます必要な
力となります。幼稚園教育要領・学習指導要領の趣旨を踏まえた着実な実践により、言葉を用

《新潟市の教育を推進する３つの視点》　

【視点１】　これからの社会で自信をもって自己実現していける子どもを育てます。
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　生涯学習においては、これまでも、市民のニーズに応じて様々な学びの場を提供してきまし
た。※４人生100年時代の到来を見据え、「ともに学び、育ち、創る」生涯学習社会の一層の充実
が求められています。社会教育や生涯学習活動で一人一人の興味・関心を深め、そこで培った
能力や知識・経験を生かし、ボランティア活動、社会活動等に取り組み、それらを通してさら
に学びを深め、新たな学習活動に進むなど、学習成果をさらなる活動に生かすことが大切です。
そのために、誰もが、いくつになっても、何度でも学ぶことができ、新たな自分を発見したり、
生きがいを見つけたりすることができる場を提供していきます。また、自ら学んだ成果を地域
で生かし、学びを継承していくことで、新たなつながりを広げ、地域課題の解決や地域の活性
化を推し進める人材の育成を進めることができます。
　学習成果を人づくりや地域づくりに生かす循環型生涯学習の推進に一層力を入れていきます。

　※５本市においては、「学・社・民の融合による人づくり、地域づくり、学校づくり」の取組の
推進によって、地域の力を生かした教育活動が行われてきました。児童生徒の学びの充実だけ
でなく、安心安全や学校経営に対する評価など、様々な場面で地域と学校が深くかかわってい
ます。
　本市では、その取組で得られた成果を最大限に生かし、地域と学校が目標を共有し、一体となっ
た取組を進めることで、より多くの人材が学校づくりに参画できるようにし、子どもの学習活
動をますます豊かなものにしていきます。

　前向きな気持ちで充実した学びを実現していくためには、安心して学びに向かうことができ
る環境が整っていることが大切です。そのためには、経済的な支援や就学支援、特別支援教育
の推進、安心安全な学びの場づくり、健康づくりの支援、学びの機会の提供など、ソフト面とハー
ド面の両面から、一人一人の困り感や意欲に応じた取組や学びに向かう土台づくりが必要です。

《学びの基盤を固める２つの視点》

【視点２】　学びの循環による人づくり、地域づくりを進めます。

【視点３】　地域と一体となった学校づくりを進めます。

【視点４】　誰もが安心して学べる環境づくりを進めます。

いたコミュニケーションだけでなく、道具としてICT機器を用いたり、行動を通して思いを伝え
たりするなど、柔軟にコミュニケーションすることができる力を高めることを通じて、人との
かかわりの中で自己実現していける子どもを育てていきます。
　このような取組は、子どもたちが互いに認め合い、助け合い、期待をかけ合い、高め合う温
かい学校・学級の支持的風土を醸成することにより、一層の成果が期待されます。学校生活の様々
な場面で学校・学級の支持的風土づくりを推進します。
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　「これからの社会をたくましく生き抜く力」を育成していくためには、教育関係職員が、市民
に信頼され、魅力ある職員であることが大切です。社会の変化や職員のキャリアを踏まえた研
修を実施し、一人一人の資質・能力を高めるとともに、教育関係職員の働き方改革を進め、一
人一人がその力を十分発揮できるようにします。

＊注　釈
※１：…学識経験者、小中学校長等からなる教育ビジョン推進委員会では、教育委員会全所属による

評価を受け、実施計画とその進捗状況に対して意見を述べたり助言をしたりしている。また、
その結果をホームページで公開している。

※２：…職業を理由にした転出者数では、20 ～ 24歳の県外転出が顕著であり、魅力ある産業・雇用
の場の確保が課題になっている。また、15 ～ 19歳の世代における学業を理由とした県外転
出が顕著である。本市で誇りをもって学ぶことができる環境づくりが課題となる。（にいがた
未来ビジョンより）

※３：…本市の小中学生を対象とした新潟市生活・学習意識調査によれば、「やっていることを先生や
友達に認められて、うれしいと感じることがよくあります」に「あてはまる」と回答した子ども
は、どの学年でもおおむね50％台で、学年ごとの大きな違いは見られない。（「ややあてはま
る」を含めると小学校１年生で87.8％、中学校３年生で87.0％）認められた対象が地域の大人
などの場合も同傾向である。一方、「自分にはよいところがあります」に「あてはまる」と回答
した子どもの割合は、小学校１年生では67.2％で、学年が進むにつれて減少し、中学校３年
生では31.4％になっている。（「ややあてはまる」を含めると小学校１年生で90％、中学校３
年生で73.4％）数字は平成30年度の調査による。例年同様の傾向が見られる。

※４：…第31期新潟市社会教育委員会議・建議より。

※５：…全ての小中学校に地域教育コーディネーターが配置され、地域の力を生かした教育活動が行
われている。

【視点５】　市民に信頼される、魅力ある教育関係職員の育成に努めます。

　多様なニーズを踏まえた幅広い施策を、継続的に、着実に実施することで、「これからの社会
をたくましく生き抜く力」を育むための環境を整えていきます。
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２　12 の基本施策と 34 の施策
　基本目標及び中心的な考え方を実現するために、第３期実施計画での13の基本施策と54の
施策を整理し、12の基本施策とそれに基づく34の施策を設定しています。

これからの社会をたくましく生き抜く力の育成
～学・社・民の融合による人づくり、地域づくり、学校づくり～

基　本　施　策（12） 施　策（34） 重点施策

１．確かな学力の向上

… 1-1　資質・能力を育む授業づくりの推進 視点１

… 1-2　学び続ける資質・能力を育むキャリア教育の推進 視点１

… 1-3　実感を伴って学ぶアグリ・スタディ・プログラムの推進

… 1-4　読書活動の推進と新聞活用の充実

２…．豊かな心と健やかな身体の育成

… 2-1　いのちの教育・心の教育の推進 視点４

… 2-2　自立を促す生徒指導の推進 視点４

… 2-3　体験活動の充実

… 2-4　体力づくりの推進

… 2-5　健康づくり・食育の推進 視点４

… 2-6　青少年の健全育成の推進

３…．創造性に富み、世界と共に生き
る力の育成

… 3-1　地域学習の充実

… 3-2　外国語教育・国際理解教育の充実 視点１

… 3-3　情報教育の充実とICTを活用した教育の推進 視点１

… 3-4　社会の変化や新たな課題に対応できる教育の推進

… 3-5　帰国・外国人園児児童生徒への教育の推進

４…．共生社会の実現を目指すインク
ルーシブ教育システムの推進 … 4-1　子ども一人一人のニーズと課題に対応した特別支援教育の推進 視点４

５…．校種間・学校間連携を生かした
特色ある学校園づくり … 5-1　就学前から義務教育修了までの一貫した教育の推進

６…．人権を守り共に支え合う社会の
推進 … 6-1　人権教育・同和教育の推進、男女平等教育の推進

７．家庭教育の充実と子育て支援
… 7-1　家庭教育・子育て支援の充実 視点２

… 7-2　乳幼児期からの読書活動推進 視点２

８…．人生100年時代を見据えた循環
型生涯学習の推進

… 8-1　学び育つ各世代への支援 視点２

… 8-2　学習成果を生かす活動への支援 視点２

９…．地域と学校・社会教育施設が協
働する教育の推進

… 9-1　地域と共にある学校づくりの推進 視点３

… 9-2　広報広聴活動の推進

… 9-3　地域人材や高等教育機関、企業等との連携の推進

10…．学びのセーフティネットの構築
に向けた取組の推進

10-1　保護者や地域と連携した安心安全な学校づくりの推進 視点４

10-2　教育の機会均等を図るための取組の推進 視点４
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11…．学校教育・生涯学習環境の基盤
づくり

11-1　学校施設の整備

11-2　市民の多様な学習に応じた学習環境の整備 視点４

11-3　学校適正配置に向けた取組

11-4　市立幼稚園の再編に向けた取組

12…．市民に信頼される教育関係職員
の育成

12-1　教育関係職員の研修プログラムの充実 視点５

12-2　教職員への支援体制の充実

12-3　信頼される教職員の採用・登用・配置

３　これからの社会をたくましく生き抜く力を育成する５つの視点と重点施策

⑴　新潟市の教育を推進する３つの視点

　学校・学級の支持的風土の中で、日常の様々な教育活動を通じて（1-1）子どもの自己肯定
感を高めます。その上で、キャリア教育（1-2）、外国語教育（3-2）、情報教育（3-3）によって、
これからの社会で自己実現していく力を高めます。

　市民が興味・関心や課題意識に応じて学ぶことのできる場を用意し（8-1）、充実した学び
ができるよう支援します（8-2）。また、学びが地域の課題解決や人材育成につながるように
します（8-2）。乳幼児期から生涯学習の基礎をつくる（7-2）とともに、子育て世代も安心し
て学べるようにします（7-1）。

　これまでの新潟市の取組を踏まえて学校運営協議会制度を導入することにより、地域と学
校の連携・協働を充実させます（9-1）。

【視点１】　これからの社会で自信をもって自己実現していける子どもを育てます。

【視点２】　学びの循環による人づくり、地域づくりを進めます。

【視点３】　地域と一体となった学校づくりを進めます。

1-1　資質・能力を育む授業づくりの推進
1-2　学び続ける資質・能力を育むキャリア教育の推進
3-2　外国語教育・国際理解教育の充実
3-3　情報教育の充実とICTを活用した教育の推進

7-1　家庭教育・子育て支援の充実
7-2　乳幼児期からの読書活動推進
8-1　学び育つ各世代への支援
8-2　学習成果を生かす活動への支援

9-1　地域と共にある学校づくりの推進
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⑵　学びの基盤を固める２つの視点

　幅広い施策により、一人一人のニーズに応え、誰もが安心して学びに向かえるようにしま
す （2-1）（2-2） （2-5） （4-1）（10-1）（10-2） （11-2） 。

　社会の変化や職員のキャリアを踏まえた研修を充実させ、教育関係職員の資質・能力を高
めます（12-1）。

【視点４】　誰もが安心して学べる環境づくりを進めます。

【視点５】　市民に信頼される、魅力ある教育関係職員の育成に努めます。

… 2-1　いのちの教育・心の教育の推進
… 2-2　自立を促す生徒指導の推進
… 2-5　健康づくり・食育の推進
… 4-1　子ども一人一人のニーズと課題に対応した特別支援教育の推進
10-1　保護者や地域と連携した安心安全な学校づくりの推進
10-2　教育の機会均等を図るための取組の推進
11-2　市民の多様な学習に応じた学習環境の整備

12-1　教育関係職員の研修プログラムの充実
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Ⅵ 実施計画

１　第 4 期実施計画体系図

１　資質・能力を育む授業づくりの推進【視点１】

１　いのちの教育・心の教育の推進【視点４】

２　自立を促す生徒指導の推進【視点４】

２　学び続ける資質・能力を育むキャリア教育の推進【視点１】

３　体験活動の充実

３　実感を伴って学ぶアグリ・スタディ・プログラムの推進

「主体的・対話的で深い学び」を視点とした教育活動の推進

道徳教育の充実、福祉教育の充実

学校図書館支援センター事業

自律性と社会性を育む生徒指導の推進事業

キャリア教育推進事業

子ども体験活動の実施

「アグリ・スタディ・プログラム」に基づく体験学習の推進事業

アフタースクール学習支援事業

学校図書館活用推進校事業

いじめ・不登校対応への支援
カウンセラー等活用事業

市立高等学校・中等教育学校後期課程のキャリア教育推進事業

優れた音楽・芸術に触れる機会の提供

理科支援員派遣事業

学習支援ボランティア派遣事業

新聞活用の推進

家庭学習習慣の定着

学力実態調査の分析

１　確かな学力の向上

２　豊かな心と健やかな身体の育成

４　読書活動の推進と新聞活用の充実
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１　地域学習の充実

４　社会の変化や新たな課題に対応できる教育の推進

５　帰国・外国人園児児童生徒への教育の推進

５　健康づくり・食育の推進【視点４】

３　情報教育の充実とICTを活用した教育の推進【視点１】

６　青少年の健全育成の推進

２　外国語教育・国際理解教育の充実【視点１】

４　体力づくりの推進

学校における地域学習の推進

持続可能な開発のための教育（ESD）推進事業

日本語指導協力者派遣事業
帰国・外国人園児児童生徒への支援体制の整備

児童生徒の生活習慣病予防対策事業

学校教育情報化推進事業

タブレット等ICT活用に係る教職員研修

プログラミング教育に係る教職員研修

ICT機器を活用した学習活動の充実

若者支援事業

外国語指導助手（ALT）配置事業

「体力向上ジャンプアップ」推進事業

伝統文化の体験学習

環境学習の充実

児童生徒のむし歯・歯周疾患予防対策事業

青少年健全育成事業

国際交流推進事業

運動大好きプロジェクト

学校給食の充実

食育推進事業

青少年の居場所づくり事業

外国語教育支援事業

３　創造性に富み、世界と共に生きる力の育成
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１　…子ども一人一人のニーズと課題に対応した
　　特別支援教育の推進【視点４】

１　就学前から義務教育修了までの一貫した教育の推進

１　家庭教育・子育て支援の充実【視点２】

２　乳幼児期からの読書活動推進【視点２】

合理的配慮の提供

幼保こ小連携推進事業

家庭教育振興事業

ブックスタート事業

特別支援教育サポートネットワーク事業

新潟市の小中一貫した教育の推進

子育て支援事業

赤ちゃんタイム

早期からの就学支援推進事業

４　共生社会の実現を目指すインクルーシブ教育システムの推進

５　校種間・学校間連携を生かした特色ある学校園づくり

７　家庭教育の充実と子育て支援

１　人権教育・同和教育の推進、男女平等教育の推進 学校における人権教育・同和教育の推進

公民館における人権教育の推進

男女平等教育の推進

新潟市人権教育研修会

各種啓発図書の展示

６　人権を守り共に支え合う社会の推進
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２　広報広聴活動の推進

１　地域と共にある学校づくりの推進【視点３】

２　学習成果を生かす活動への支援【視点２】

１　保護者や地域と連携した安心安全な学校づくりの推進【視点４】

２　教育の機会均等を図るための取組の推進【視点４】

区教育ミーティングの開催

コミュニティ・スクール推進事業

生涯学習ボランティア育成事業

地域見守り活動支援事業

就学援助制度

中学校区教育ミーティングの開催

地域と学校パートナーシップ事業

地域活動を担う人材の育成

「防災教育」学校・地域連携事業

新潟市奨学金貸付事業

教育情報発信事業

９　地域と学校・社会教育施設が協働する教育の推進

10　学びのセーフティネットの構築に向けた取組の推進

３　地域人材や高等教育機関、企業等との連携の推進

１　学び育つ各世代への支援【視点２】

子どもふれあいスクール事業

にいがた市民大学開設事業

公民館と地域団体との協働事業

現代的課題を学ぶ公民館事業と学習成果を発表する場の提供

教職員研修における大学との連携

市民に身近な生活課題解決のための情報提供事業

図書館と教育機関・企業との連携協力

子どもの読書環境整備事業

８　人生100年時代を見据えた循環型生涯学習の推進
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１　学校施設の整備

３　学校適正配置に向けた取組

学校施設整備事業

11　学校教育・生涯学習環境の基盤づくり

２　市民の多様な学習に応じた学習環境の整備【視点４】

４　市立幼稚園の再編に向けた取組

学習情報提供事業

図書館サービス事業

１　教育関係職員の研修プログラムの充実【視点５】

３　信頼される教職員の採用・登用・配置

教育関係職員の研修プログラムの一層の充実

教員採用選考検査

「学・社・民の融合」に関する研修の推進

女性管理職の積極的登用

12　市民に信頼される教育関係職員の育成

２　教職員への支援体制の充実 多忙化解消対策の推進

部活動指導員派遣事業

教職員ヘルスケアシステム

スクールソーシャルワーカーの活用

学校事務支援員の配置

スクールロイヤーの活用
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２　施策別計画

確かな学力の向上

　「教育ビジョン」では、12の基本施策を展開します。
　施策別計画は、この12の基本施策を実現するために、計画期間に取り組む事業を34の施策
別に、施策推進の方向性、事業名及び事業のねらいと概要、指標を掲載しています。

【施策別計画の見方】

　1-1……資質・能力を育む授業づくりの推進【視点１】
　1-2……学び続ける資質・能力を育むキャリア教育の推進【視点１】
　1-3……実感を伴って学ぶアグリ・スタディ・プログラムの推進
　1-4……読書活動の推進と新聞活用の充実

1-2  学び続ける資質・能力を育むキャリア教育の推進【視点１】
　学校の特色や地域の実情を踏まえつつ、児童生徒の発達段階にふさわしいキャリア教育を推
進し、児童生徒が将来、社会的・職業的に自立し、集団や社会で様々な人とかかわり、自分の
役割を果たしながら自分らしく生きる資質・能力を育みます。

●事業１

第４期実施計画の重点
《５つの視点》

の該当項目を明示

施
策
推
進
の
方
向
性

事業名 事業のねらいと概要

キャリア教育推進事業
　児童生徒に育てたい資質・能力を明確にしたキャリア教育の年間指導計画の改
善を支援します。また、児童生徒が見通しをもち、振り返ることで新たな学びへ
の意欲を高めることができるキャリア・パスポートやキャリア・ノートの活用を
支援します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度
全国学力・学習状況調査児童質問紙「将来
の夢や目標を持っていますか」で肯定的に
回答した児童（小６）の割合（％）

84.9 85 85 86 86 86

全国学力・学習状況調査生徒質問紙「将来
の夢や目標を持っていますか」で肯定的に
回答した生徒（中３）の割合（％）

71.8 72 72 73 73 74

キャリア・パスポート、キャリア・ノートを
活用した取組を実施している学校の割合（％）

アンケート実施
指標設定 前年度以上 100

指標について
・指標は、その事業がねらいに沿って確実に実施されているかどうかを判断するためのものです。
・可能な限り目指す市民や子どもの姿を想定して設定しています。
・数値目標として設定することがむずかしい場合は、文章で表記している場合もあります。

※…指標には、経年で伸ばしていく指標と、年度内に伸ばしていく指標（毎年度同一数値が並ぶ）があります。各種研修
のように、対象者や内容が年度ごとに変わるものは、年度ごとに一定レベルの達成値を目指します。

※…事業の性質上、数値での評価がなじまないものは、指標を設定していません。中間評価、年度末評価において、様々
な観点から評価します。

基本施策１

施策

施策の計画
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基
本
施
策
１

確かな学力の向上

　1-1……資質・能力を育む授業づくりの推進【視点１】
　1-2……学び続ける資質・能力を育むキャリア教育の推進【視点１】
　1-3……実感を伴って学ぶアグリ・スタディ・プログラムの推進
　1-4……読書活動の推進と新聞活用の充実

1-1  資質・能力を育む授業づくりの推進【視点１】
　子どもが社会や生活の中で、自ら目的や課題を見付け、主体的に判断しながら多様な他
者と協働して生きていくことができるよう、学校では、子どもの目的意識や課題意識を大
切にしながら、「主体的・対話的で深い学び」による授業改善により、資質・能力（知識・技能、
思考力・判断力・表現力、学びに向かう力・人間性）を育む教育を推進します。

●事業１

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

「主体的・対話的で深い学び」を視点とし
た教育活動の推進

　｢主体的・対話的で深い学び｣を視点とした授業やその他の教育活動を展開す
るため、指導方法の研修や実践例の紹介などの支援を行います。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

研修会参加者の理解度（％） アンケート実施
指標設定

前年度を
上回る 90

アンケートで「今後に生かすことができる」
と回答した参加者の割合（％）

アンケート実施
指標設定

前年度を
上回る 90

事業名 事業のねらいと概要

アフタースクール学習支援事業 　放課後の時間を活用した学習支援の環境を整備し、基礎・基本の定着を図り
ます。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

生徒アンケートで「参加してよかった」と回
答した生徒の割合（％） 86.8 88 91 94 97 100

基本施策１

施策

施策の計画

※最低でも２年に１度、すべての市立小学校・中学校・中等教育学校・高等学校・特別支援学校を訪問し、直接指導を実施します。
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基
本
施
策
１

●事業３

●事業５

●事業４

事業名 事業のねらいと概要

学習支援ボランティア派遣事業
　教員志望の大学生や一般市民による学習支援ボランティアを学校に派遣し、
授業補助や個別指導など児童生徒の基礎・基本の定着に向けた学習支援を行い
ます。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

学習支援ボランティアが派遣された学校で
「児童生徒の基礎・基本の定着に効果的」と
肯定的に回答した学校の割合（％）

アンケート実施
指標設定

前年度を
上回る 90

学習支援ボランティア派遣人数 175 180 180 180 190 190

事業名 事業のねらいと概要

家庭学習習慣の定着 　家庭学習習慣を定着させ、意欲と目的をもって学習に取り組む子どもを育む
ため、支援体制の充実を図ります。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

新潟市生活・学習意識調査で、市の目安と
する家庭学習時間（40分）を達成した児童
（小４）の割合（％）

87 前年度を
上回る 90

新潟市生活・学習意識調査で、市の目安と
する家庭学習時間（60分）を達成した児童
（小６）の割合（％）

76 前年度を
上回る 80

新潟市生活・学習意識調査で、市の目安と
する家庭学習時間（120分）を達成した生徒
（中３）の割合（％）

30 前年度を
上回る 50

事業名 事業のねらいと概要

理科支援員派遣事業 　科学的に問題解決をしていく資質・能力を育成するための観察・実験等が充
実した理科授業を行うために、理科支援員を配置します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

配置校の理科授業における「授業への効果」
に肯定的に回答した学校の割合（％） 99 100 100 100 100 100

※該当する学校や支援員が変わっても、毎年確実な成果が上がる取組となることを目指します。

※…パンフレット「家庭学習のススメ」を小中学生に配付し、目安とする家庭学習時間を示しています。「家庭学習のススメ」は本
市のホームページでも閲覧できます。
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基
本
施
策
１

●事業６

事業名 事業のねらいと概要

学力実態調査の分析 　各学校が自校の学力実態を的確に把握し、きめ細かな指導を行ったり、指導
方法を工夫・改善したりすることにより、児童生徒の学力の向上を図ります。　

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

全国学力・学習状況調査（小6国語）で、全国
の平均正答率に対する新潟市の平均正答率
の差（ポイント）

+5.0 +5.2 +5.4 +5.6 +5.8 +6.0

全国学力・学習状況調査（小6算数）で、全国
の平均正答率に対する新潟市の平均正答率
の差（ポイント）

+0.6 +1.0 +1.4 +1.8 +2.4 +3.0

全国学力・学習状況調査（中3国語）で、全国
の平均正答率に対する新潟市の平均正答率
の差（ポイント）

+1.6 +2.0 +2.5 +3.0 +3.5 +4.0

全国学力・学習状況調査（中3数学）で、全国
の平均正答率に対する新潟市の平均正答率
の差（ポイント）

+1.7 +2.0 +2.5 +3.0 +3.5 +4.0

全国学力・学習状況調査（中3英語）で、全国
の平均正答率に対する新潟市の平均正答率
の差（ポイント）

+0.3 +3.0

全国学力・学習状況調査（中3理科）で、全国
の平均正答率に対する新潟市の平均正答率
の差（ポイント）

H30…
+1.0

+2.0 +3.0

全国学力・学習状況調査児童質問紙の質問
項目「課題の解決に向けて、自分で考え、自
分から取り組んでいたと思いますか」で、肯
定的な回答をした児童（小6）の割合（％）

83.8 84.0… 85.0… 86.0… 87.5… 90.0…

全国学力・学習状況調査生徒質問紙の質問
項目「課題の解決に向けて、自分で考え、自
分から取り組んでいたと思いますか」で、肯
定的な回答をした児童（中3）の割合（％）

82.8 83.0… 84.0… 85.0… 87.0… 90.0…

※全国学力・学習状況調査の英語と理科は、３年に１度の実施であるため、実施した年のみの評価とします。
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基
本
施
策
１

1-2  学び続ける資質・能力を育むキャリア教育の推進【視点１】
　学校の特色や地域の実情を踏まえつつ、児童生徒の発達段階にふさわしいキャリア教育
を推進し、児童生徒が将来、社会的・職業的に自立し、集団や社会で様々な人とかかわり、
自分の役割を果たしながら自分らしく生きる資質・能力を育みます。

●事業１

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

キャリア教育推進事業

　児童生徒に育てたい資質・能力を明確にしたキャリア教育の年間指導計画の
改善を支援します。また、児童生徒が見通しをもち、振り返ることで新たな学
びへの意欲を高めることができるキャリア・パスポートやキャリア・ノートの
活用を支援します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

全国学力・学習状況調査児童質問紙「将来の
夢や目標を持っていますか」で肯定的に回答
した児童（小６）の割合（％）

84.9 85 85 86 86 86

全国学力・学習状況調査生徒質問紙「将来の
夢や目標を持っていますか」で肯定的に回答
した生徒（中３）の割合（％）

71.8 72 72 73 73 74

キャリア・パスポート、キャリア・ノートを
活用した取組を実施している学校の割合（％）

アンケート実施
指標設定 前年度以上 100

事業名 事業のねらいと概要

市立高等学校・中等教育学校後期課程の
キャリア教育推進事業

　生徒の多様な能力・適性、興味・関心に応じて、社会参画の視点からキャリ
ア教育の充実を図ります。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

高等教育機関・産業界・地域の各機関と連
携した教育活動によって、キャリア発達に
資する思考力・判断力・表現力が育まれた
と回答した生徒の割合（％）

アンケート実施
指標設定 前年度以上 85
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基
本
施
策
１

1-3  実感を伴って学ぶアグリ・スタディ・プログラムの推進
　実感の伴った確かな学びを実現していくために、「アグリ・スタディ・プログラム」を推
進します。これにより、持続可能な社会の実現に向け、よりよく問題を解決するとともに、
豊かな食の恵みに感謝し、いのちや人の絆を大切にする児童生徒を育みます。また、農業
の素晴らしさに気付き、ふるさと新潟を愛し、誇りに思う心も育みます。

1-4  読書活動の推進と新聞活用の充実
　児童生徒の学力や表現力、創造力の基礎となる読書習慣の定着を図るために、学校と家
庭との連携を進めながら、発達段階に応じた手だてや環境を整えます。
　学校図書館が読書の楽しさを提供する「読書センター」の役割と、児童生徒が意欲と目的
をもって学習に取り組むための「学習センター」「情報センター」の役割を担っていくこと
ができるよう、各学校の取組を支援します。
　また、児童生徒が活字に親しみ、学ぶ意欲や思考力、判断力、表現力を育むため、新聞
活用の条件整備を進めます。

●事業１

●事業１

事業名 事業のねらいと概要

「アグリ・スタディ・プログラム」に基づ
く体験学習の推進事業

　よりよく問題を解決する子ども、豊かな食の恵みに感謝し、いのちや人の絆
を大切にする子ども、農業の素晴らしさに気付き、ふるさと新潟を愛し、誇り
に思う子どもを育成するため、「アグリ・スタディ・プログラム」に基づく体験
学習を推進します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

アグリ・スタディ・プログラムに基づいて
アグリパークで学習した小中学生のうち、
アンケートで自然や農業への関心が高まっ
たと回答した小中学生の割合（％）（抽出）

アンケート実施
指標設定 前年度以上 100

事業名 事業のねらいと概要

学校図書館支援センター事業

　学校図書館支援センターで学校図書館訪問や相談対応及び学校司書実務研修
等を通して、学校の実情に合った支援を行います。
　学校貸出セット「オレンジBOX」の整備や学校貸出図書搬送システムを活用し
た資料提供を通して、学校図書館の利活用を支援します。　

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

アンケートで学校図書館支援センターによ
る支援が各学校の役に立っていると回答し
た学校司書の割合（％）

アンケート実施
指標設定 前年度以上 90
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基
本
施
策
１

●事業２

●事業３

事業名 事業のねらいと概要

学校図書館活用推進校事業
　学校図書館の「読書センター」「学習センター」「情報センター」としての機能
をより一層高めることを目的として実施します。これによって、豊かな人間性、
課題設定能力、情報活用能力、表現力等の資質・能力の育成を目指します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

学校図書館を活用した授業を月に２回以上
行った小学校の割合（％） 75.5

前年度の実績
を踏まえて
毎年度設定

80

学校図書館を活用した授業を学期（前後期）
に２回以上行った中学校の割合（％） 70.2

前年度の実績
を踏まえて
毎年度設定

75

事業名 事業のねらいと概要

新聞活用の推進 　児童生徒が新聞を読むきっかけを作り、学ぶ意欲や思考力、判断力、表現力
を育むため、新聞配備とNIEの実践についての情報提供を行います。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

新聞を活用した授業を行った小学校の割合（％） アンケート実施
指標設定

前年度を
上回る 75

新聞を活用した授業を行った中学校の割合（％） アンケート実施
指標設定

前年度を
上回る 70
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基
本
施
策
２

●事業１

事業名 事業のねらいと概要

道徳教育の充実、福祉教育の充実

　生命を大切にする心や他人を思いやる心、善悪の判断などの規範意識等の社
会性、人間性を育むために、問題解決的、体験的な学習や家庭・地域と連携し
た学習等、多様な道徳科の授業を推進します。また、自他のよさや、互いに支
え合い、共に生きることの大切さに気付くことのできる児童生徒を育むために、
体験的な学びを重視した福祉教育を推進します。　

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度
新潟市生活・学習意識調査で、「自分に
はよいところがあります」と回答した児
童（小6）の割合（％）

80.0 81 前年度以上 85

新潟市生活・学習意識調査で、「自分に
はよいところがあります」と回答した生
徒（中3）の割合（％）

74.4 75 前年度以上 85

新潟市生活・学習意識調査で、「友達の
よいところを見つけたり、友達が落ちこ
んでいるとき、はげましたりしています」
と回答した児童（小6）の割合（％）

89.9 90 前年度以上 95

新潟市生活・学習意識調査で、「友達の
よいところを見つけたり、友達が落ちこ
んでいるとき、はげましたりしています」
と回答した生徒（中3）の割合（％）

90.6 91 前年度以上 95

全国学力・学習状況調査児童生徒質問紙
で、「いじめは、どんな理由があっても
いけないことだと思う」と回答した児童
（小6）の割合（％）

98.0 98 前年度以上 100

全国学力・学習状況調査児童生徒質問紙
で、「いじめは、どんな理由があっても
いけないことだと思う」と回答した生徒
（中3）の割合（％）

96.1 97 前年度以上 100

豊かな心と健やかな身体の育成

　2-1……いのちの教育・心の教育の推進【視点４】
　2-2……自立を促す生徒指導の推進【視点４】
　2-3……体験活動の充実
　2-4……体力づくりの推進
　2-5……健康づくり・食育の推進【視点４】
　2-6……青少年の健全育成の推進

2-1  いのちの教育・心の教育の推進【視点４】
　自他を尊重する心や豊かな人間性・社会性を身に付けるとともに、善悪の判断などの社会
のルールを守り、自信と誇りをもって生きることができる児童生徒を育む教育を進めます。

基本施策２

施策

施策の計画
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基
本
施
策
２

●事業１

事業名 事業のねらいと概要

自律性と社会性を育む生徒指導の
推進事業

　「自律性と社会性を育む生徒指導」の推進に向けて、教職員への研修を実施し
ます。
　授業や特別活動において「自律性」と「社会性」の育成を推進するためにリーフ
レット「新潟市の生徒指導」やガイドブック「授業づくりと生徒指導の一体化を目
指して」の活用を促進し、子ども一人一人の成長を促す生徒指導に取り組みます。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

新潟市生活・学習意識調査の質問「地域の大
人とあいさつしたり、言葉をかわしたりし
ています」の肯定的な回答の割合（％）

85.2 86 86 87 87 88

新潟市生活・学習意識調査の質問「学校生活
は楽しい」の肯定的な回答の割合（％） 91.3 92 92 93 93 94

新潟市生活・学習意識調査の質問「友達のよ
いところを見つけたり、友達が落ち込んで
いるとき、はげましたりしています」の肯定
的な回答の割合（％）

89.1 90 90 91 91 92

新潟市生活・学習意識調査の質問「学校生活
で、友達と力を合わせて学習したり、活動
したりしています」の肯定的な回答の割合
（％）

91.9 92 92 93 93 94

新潟市生活・学習意識調査の質問「地域の大
人から話やアドバイスを聞いて、分かった
り、できたりすることがよくあります」の肯
定的な回答の割合（％）

68.5 69 69 70 70 71

2-2  自立を促す生徒指導の推進【視点４】
　児童生徒一人一人が社会の一員であることを自覚し、他者との望ましい関係を築き、高
みを求めて自立する姿を目指します。そのために、子ども一人一人の成長を促す生活指導
に取り組み、めあてをもち、自己決定し、自主的に行動する「自律性」と、互いに認め合い、
支え合い、高め合う「社会性」の育成を図ります。また、いじめや不登校等において、子ど
もの気になる変化を見逃さない予防的な指導や、悩みや問題を抱える子ども一人一人に対
応する課題解決的な指導に組織的に取り組みます。

※対象は、小学校３年生から中学校３年生までの児童生徒。
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※…いじめの解消率は、いじめと認知した中で解消したと判断した割合で、一定の解消が見られてから３か月経過した段階で判
断します。いじめの解消率を算出する時点において、認知したいじめが、いじめの解消と判断できる相当期間（３か月）に満
たない場合があるため、指標が100％になっていません。
※不登校発生率は、病気や経済的な理由等による欠席を除いて、年間30日以上欠席した児童生徒の割合です。
※スクールカウンセラーの活用を図り、一つ一つの事案の確実な改善を図ります。

2-3  体験活動の充実
　自然体験や文化・芸術活動などの体験活動を通して、児童生徒の豊かな人間性や社会性
を育みます。

●事業１

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

子ども体験活動の実施
　多くの子どもが様々な自然や文化・芸術に触れることができるよう、土日や
長期休業の期間を中心に、自然体験活動やものづくり等の体験型事業を継続し
て実施します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

参加者の事業に対する肯定的な回答の割合（％） 94 95 95 95 95 95

事業名 事業のねらいと概要

優れた音楽・芸術に触れる機会の提供 　優れた音楽や文化・芸術に触れる機会を提供し、体験を通して、豊かな心を
育みます。

※体験内容が変わっても、参加した多くの子どもたちにとって有意義な体験になることを目指します。

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

いじめ・不登校対応への支援
カウンセラー等活用事業

　いじめや不登校等において、子どもの気になる変化を見逃さない予防的な指
導を推進するために、「いじめ・不登校初期対応ガイドブック」の活用促進や「ス
クールカウンセラー」の積極的な活用を図ります。
　いじめや不登校等において、課題解決的な指導が必要な対応では、各区教育
支援センターや教育相談センターを中核とする各区教育相談室との連携により、
組織的にいじめ・不登校の対応を図ります。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

いじめの解消率（％） 95.6 97 97 97 97 97

不登校発生率（小学校）…（％） 0.69 前年度を
下回る

不登校発生率（中学校）…（％） 3.63 前年度を
下回る

スクールカウンセラーが配置されたことで
効果がみられたと回答した学校の割合（％） 98 100 100 100 100 100
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※年度により対象となる子どもが変わるため、５年間を見通した指標ではなく、単年度毎に事業の到達状況を示す指標とします。
※…日常生活で子どもが体を動かす機会が減る中で、各学年とも全国上位の水準を維持していきます。（学年ごとに８種目中７種
目以上で全国平均を上回ると85％）……

※年度により対象となる子どもが変わるため、５年間を見通した指標ではなく、単年度毎に事業の到達状況を示す指標とします。
※日常生活で子どもが体を動かす機会が減る中で、全国上位の水準を維持していきます。

2-4  体力づくりの推進
　学校と家庭・地域・大学などが連携し、運動の大切さを知り、楽しさを味わうことので
きる環境を整え、児童生徒の健やかな身体を育みます。

2-5  健康づくり・食育の推進【視点４】
　子どもが生涯にわたって心身ともに健康に生き抜く力を育むために、自らの健康に関心
をもち、健康の増進、病気の予防など、健やかに生きるための主体的な健康づくりができ
るよう支援します。
　また、子どもが、バランスのよい食事や正しいマナー、食べ物の大切さなどを理解し、
望ましい食習慣を身に付けられるよう、家庭と連携した食に関する指導を推進します。

●事業１

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

「体力向上ジャンプアップ」推進事業 　小中学校は、体力テスト結果等から体力実態を明らかにし、体力向上の取組
を行います。この取組を集約し、情報提供を行います。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

全国体力・運動能力調査で全国平均値を上
回った項目の割合（％） 85 85 85 85 85 85

事業名 事業のねらいと概要

運動大好きプロジェクト

　児童生徒の体力向上指導者養成研修（教員研修センター主催）等へ教員を派遣
します。新潟市体育指導者講習会で同様の研修を行い、教員の資質向上を図り、
児童生徒がより運動好きになるように努めます。また、全国運動習慣等調査の
結果を分析し、情報提供を行います。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

全国運動習慣等調査で「運動が好きですか」
に対して肯定的な回答をした生徒（中２）の
割合（％）

85 85 85 85 85 85
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●事業３

●事業４

事業名 事業のねらいと概要

食育推進事業
　学校給食に関する研究を行う「研究推進校」を指定し、学校給食への理解を深
め、家庭や地域と連携しながら食に関する指導を推進します。また、スクール
ランチ実施校には、栄養士資格保有者を派遣し、食育指導を行います。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

食育指導者の派遣校数 16 19… 21… 23… 25… 27…

児童生徒の朝食欠食率（％） 1.93… 1.90… 1.85… 1.80… 1.75… 1.70…

事業名 事業のねらいと概要

学校給食の充実 　学校給食においては、米飯を基本とし、地域の食材を使った栄養バランスの
よい日本型の食事を推進します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

地場産農林水産物の使用率（％） 16.9… 17.0… 17.1 17.2 17.3 17.4

●事業１

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

児童生徒の生活習慣病予防対策事業

　児童生徒が、自らの健康や生活習慣病予防に対する意識を高め、子どもの頃
から望ましい生活習慣を築くことにより、生涯にわたり健康な生活を送ること
ができるよう、定期健康診断に加え、小学校４年生と中学校１年生の希望者に
生活習慣病健診を実施し、健康教育の一層の充実を図ります。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

肥満傾向の児童生徒の割合（％） 7.32 7.32 7.32 7.32 7.01 7.01

痩身傾向の児童生徒の割合（％） 2.43 2.43 2.43 2.43 2.41 2.41

事業名 事業のねらいと概要

児童生徒のむし歯・歯周疾患予防対策事業 　小中学生のむし歯・歯周疾患を予防する対策を実施します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

中学１年生一人平均むし歯（う歯）本数 0.38 0.37 0.36 0.35 0.34 0.33
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2-6  青少年の健全育成の推進
　子ども・若者に関する相談及び助言、支援事業などを実施し、自立に向けた取組を行い
ます。また、街頭育成活動や青少年関係団体の活動への支援を行うとともに、公民館で、
引き続き青少年が安全で自由に過ごすことができる場を確保し、青少年のための健全な環
境づくりを進めます。

●事業１

●事業２

●事業３

事業名 事業のねらいと概要

若者支援事業
　新潟市若者支援センターで、若者の社会的自立・職業的自立に向け、若者が
自分に自信をもち社会性を身に付け、夢や目標に向かって動き出すことを支援
します。また、若者支援センター及び地域で活躍できる若者支援者を養成します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

継続支援終了者の割合（％） 35 38 41 44 47 50

若者支援者養成研修会参加者数 84 前年度を
上回る 166

事業名 事業のねらいと概要

青少年健全育成事業

　市内の繁華街を中心とした街頭育成活動や非行防止キャンペーン活動などを
通して、青少年の非行・被害の未然防止に取り組みます。また、各地区青少年
育成団体等の活動支援や「わたしの主張大会」の取組を推進し、青少年の健全な
成長を支える地域力の活性化を図ります。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

街頭育成活動における1回当たりの声掛け数（回） 4.6 4.9 5.2 5.5 5.8 6.0…

わたしの主張大会応募学校数・団体数 25 26 27 28 29 30

事業名 事業のねらいと概要

青少年の居場所づくり事業
　子どもたちが安全で自由に過ごすことができるよう、公民館の一室または共有
スペースを「子どもの居場所」として開放します。また、各図書館で青少年向けの
図書を集めた「ティーンズコーナー」と学習や読書に利用できる席を設置します。

※声掛けを積極的に行うことで、非行等の未然防止につなげます。
※学校や育成協からの応募数を増やすことにより、より多くの子どもの参加を促し、学校内や地域での取組を活性化します。
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●事業２

事業名 事業のねらいと概要

伝統文化の体験学習 　子どもたちが、地域や日本の伝統文化を体験するための学習の機会を設けます。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

伝統文化の体験学習事業の参加者数 6,293… 前年度以上 6,400…

3-2  外国語教育・国際理解教育の充実【視点１】
　外国語を通じて、言語や文化に対する理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろ
うとする態度を育成するとともに、情報や考えを的確に理解したり適切に伝えたりするコ
ミュニケーション能力を養う取組を実施します。
　我が国の歴史や文化、伝統などに対する理解を深めるとともに、広い視野をもって諸外
国の人々と互いの文化、習慣、価値観などを理解し合い、信頼関係を築きながら共に生き
ていく資質・能力を育成します。

●事業１

事業名 事業のねらいと概要

学校における地域学習の推進 　学校において、地域の特色を調べたり、発信したりするなどの活動を行い、
地域に対する誇りや地域を愛する心を育みます。

創造性に富み、世界と共に生きる力の育成

　3-1……地域学習の充実
　3-2……外国語教育・国際理解教育の充実【視点１】
　3-3……情報教育の充実とICTを活用した教育の推進【視点１】
　3-4……社会の変化や新たな課題に対応できる教育の推進
　3-5……帰国・外国人園児児童生徒への教育の推進

3-1  地域学習の充実
　未来の新潟を担う子どもたちが、自分たちの住む郷土新潟を広く知り、深く愛せる人に
なるよう、学校において地域学習を推進するとともに、公民館においても地域の文化や伝
統を体感できる活動を推進します。

基本施策３

施策

施策の計画
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●事業１

●事業３

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

外国語指導助手（ALT）配置事業

　「英語を用いて何ができるようになるのか」という観点から、コミュニケーショ
ンの場面、状況や目的を明確に設定した言語活動を通して、コミュニケーショ
ン能力を育成します。外国語指導助手（ALT）を全ての市立小中学校、市立中等
教育学校、市立高等学校に配置することで、英語でコミュニケーションを図る
必然性をもたせます。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

イングリッシュセミナー参加生徒の振り返
りにおける満足度（％）

アンケート実施
指標設定

前年度を
上回る 90

市雇用ALT受入報告書における学校の満足
度（％）

アンケート実施
指標設定

前年度を
上回る 80

事業名 事業のねらいと概要

外国語教育支援事業
　小学校３年生から高等学校３年生までの10年間の外国語教育についての研修
等を実施し、コミュニケーションを図る目的、場面、状況を明確に設定した言
語活動を取り入れた「児童生徒にとって分かる・できる授業」を推進します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

各種研修（外国語教育マネジメント研修等）
における参加者の満足度（％）

アンケート実施
指標設定

前年度を
上回る 85

児童の外国語の学習が分かるという肯定的
評価の割合（％）

アンケート実施
指標設定

前年度を
上回る 80

生徒の外国語の学習が分かるという肯定的
評価の割合（％）

アンケート実施
指標設定

前年度を
上回る 80

事業名 事業のねらいと概要

国際交流推進事業 　国際社会に貢献する青少年を育成するとともに、本市と諸外国との友好親善
を図るため、姉妹・友好都市等の相互交流を行います。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

海外訪問に参加した児童生徒のうち、「訪問
の経験を今後に生かすことができる」と回答
した割合（％）

アンケート実施
指標設定

前年度を
上回る 100

国際子どもフォーラムに参加した児童生徒
のうち、「今後も諸外国の人々と積極的にか
かわりたい」と回答した割合（％）

アンケート実施
指標設定

前年度を
上回る 100
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●事業１- ③

事業名 事業のねらいと概要

プログラミング教育に係る教職員研修 　プログラミング的思考を育むための学習活動の充実のために、実践例や指導方
法についての研修会を実施します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

研修会アンケートで「今後、学んだことを
使ってみたい」と回答した参加者の割合（％）

アンケート実施
指標設定

前年度を
上回る 90

●事業１- ②

事業名 事業のねらいと概要

タブレット等ICT活用に係る教職員研修 　タブレット等のICT機器を適切に活用した学習活動の充実と情報活用能力の育
成を目指し、授業における活用方法等についての研修会を実施します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

研修会アンケートで「今後、学んだことを
使ってみたい」と回答した参加者の割合（％）

アンケート実施
指標設定

前年度を
上回る 90

3-3  情報教育の充実とICTを活用した教育の推進【視点1】
　グローバルな視点を踏まえた持続可能な社会を築くための実践力を育成するために、
ICT機器の積極的な活用をはじめとする指導方法・指導体制の工夫改善を図り、共に学び、
互いに伝え合う授業を推進します。また、プログラミング的思考を育む授業づくりを推進
します。

●事業１- ①

事業名 事業のねらいと概要

学校教育情報化推進事業
　児童生徒が、学びやコミュニケーションのツールとしてICT機器を活用でき
るよう、学校の指針となる計画を作成して普及を図るとともに、必要な環境の
整備を図ります。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

新潟市学校教育情報化推進委員会（仮称）の
活動

組織立ち上げ
計画作成

計画の…
周知浸透…
環境整備

計画の…
周知浸透…
環境整備

計画の…
周知浸透…
環境整備

計画の…
周知浸透…
環境整備

※文部科学省のGIGAスクール実現事業の動向に合わせて指標を見直します。

※文部科学省のGIGAスクール実現事業の動向に合わせて指標を見直します。
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●事業１- ④

事業名 事業のねらいと概要

ICT機器を活用した学習活動の充実
　コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を活用するために必要
な環境を整え、これらを活用した学習活動の充実を図ることを通して、「学習の
基盤となる資質・能力」である情報活用能力等を育成します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

「新潟市の学校教育」実践状況調査において、
「児童生徒が情報活用能力を育むために、
ICTを活用した授業を実践していますか」で
肯定的な回答をした小中学校の割合（％）

95.7 96 96.5 97 98 100

「新潟市の学校教育」実践状況調査において、
「児童生徒の情報モラルが向上する授業を実
践していますか」で肯定的な回答をした小中
学校の割合（％）

95.7 96 96.5 97 98 100

全国学力・学習状況調査児童質問紙の質
問項目「５年生までに受けた授業で、コン
ピュータなどのICTをどの程度使用しまし
たか」で、「週１回以上」と回答をした児童（小
６）の割合（％）

22.9…
（全国
30.6）

前年度を…
上回る 70 90

全国学力・学習状況調査児童質問紙の質問
項目「１・２年生のときに受けた授業で、コ
ンピュータなどのICTをどの程度使用しま
したか」で、「週１回以上」と回答をした生徒
（中３）の割合（％）

22.3…
（全国
30.6）

前年度を…
上回る 70 90

※文部科学省のGIGAスクール実現事業の動向に合わせて指標を見直します。

3-4  社会の変化や新たな課題に対応できる教育の推進
　社会の変化や新たな課題に適切に対応できる力を育むために、持続可能な開発目
標（SDGs）達成を目指した、持続可能な開発のための教育（ESD：Education… for…
Sustainable…Development）を推進し、様々な問題について考え、立ち向かい、解決す
るための学びを推進します。環境教育、国際理解教育等の持続可能な発展に関わる諸問題
に対応する個別の分野にとどまらず、環境、経済、社会の各側面から総合的に取り組む教
育活動の一層の充実を図ります。

●事業１

事業名 事業のねらいと概要

持続可能な開発のための教育（ESD）推進
事業

　現代社会における様々な問題を、自らの問題としてとらえ、身近なところか
ら取り組むことで、持続可能な社会づくりに必要な価値観や資質・能力を育成
するため、ESDの推進を行います。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

ESDを自校の教育計画に位置付けている学
校の割合（％） 90 90 前年度を

上回る 100
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3-5  帰国・外国人園児児童生徒への教育の推進
　帰国・外国人園児児童生徒の受入体制の整備に努め、それらの園児児童生徒と共に学び、
高め合う教育を進めます。
　日本語指導が必要な帰国・外国人園児児童生徒などに、日本語指導協力者による個別指
導を行い、日本語使用能力や日本での生活への適応力を高めます。

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

環境学習の充実 　各学校園で行われている地域の自然を生かした環境学習の成果を他校や市民
に公開し、環境保全に対する意識を広めます。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

「地域の特色を生かした環境学習支援事業」
を推進する学校数（延べ） ９ ９ 18 27 36 45

●事業１

事業名 事業のねらいと概要

日本語指導協力者派遣事業
帰国・外国人園児児童生徒への支援体制
の整備

　帰国・外国人園児児童生徒の日本語使用能力や日本での生活への適応力を高
めるため、該当園児児童生徒が在籍する市立学校園に日本語指導協力者を派遣
します。
　日本語の指導を要する園児児童生徒の在籍校園やその地域における環境整備
を含めた効果的な日本語指導及び支援のあり方を探ります。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

日本語指導協力者の指導により、日本語能
力が向上した帰国・外国人園児児童生徒の
割合（％）

85 85 85 90 90 90
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共生社会の実現を目指すインクルーシブ
教育システムの推進

　4-1……子ども一人一人のニーズと課題に対応した特別支援教育の推進【視点４】　

4-1  子ども一人一人のニーズと課題に対応した特別支援教育の推進【視点４】
　就学時から卒業まで切れ目のない支援を充実するため、相談と研修を行い、子ども一人
一人の障がいの特性について保護者、教職員、子どもの理解を深め、共に認め合い、高め
合うインクルーシブ教育システムを構築します。就学先の決定に際しては、子ども本人・
保護者の意向に寄り添って必要な支援を決定するとともに、障がいのある子ども一人一人
のニーズを把握し、「合理的配慮」の提供に努めます。

●事業２

●事業３

●事業１

事業名 事業のねらいと概要

特別支援教育サポートネットワーク事業
　特別支援教育サポートセンター、区教育支援センター、地区特別支援教育コー
ディネーター、市立特別支援学校を核としたサポートネットワークの一層の活
用に向けて、管理職及び特別支援教育担当者等の研修に努めます。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

研修会参加者の理解度（％） アンケート実施
指標設定

前年度を
上回る 90

アンケートで「今後に生かすことができる」
と回答した参加者の割合（％）

アンケート実施
指標設定

前年度を
上回る 90

事業名 事業のねらいと概要

早期からの就学支援推進事業

　区教育支援センターや特別支援教育サポートセンターの相談窓口を充実させ、
就学相談会や就学ガイダンスを通じ、早期からの継続的な就学相談・支援に努
めます。また、就学前の療育、保育、福祉、医療諸機関と連携して、保護者と
の情報共有を行います。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

特別支援学級在籍児童の入学支援ファイル
提出率（％） 97 98 100 100 100 100

事業名 事業のねらいと概要

合理的配慮の提供 　障がいのある子どもについて、個別の教育支援計画作成を通して個々のニー
ズを把握していくことにより、人的支援等「合理的配慮」の提供に努めます。

基本施策４

施策

施策の計画
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校種間・学校間連携を生かした特色ある
学校園づくり

　5-1……就学前から義務教育修了までの一貫した教育の推進　

5-1  就学前から義務教育修了までの一貫した教育の推進
　教育は、将来の社会的自立に至る長期的な視野のもとで行うことが重要であるという視
点に立ち、幼児教育から中学校教育までの教育の連続性を高めます。各校種間において、
子どもの良さを共有し、認め、伸ばしていくことで自己肯定感を育てます。
　幼稚園・保育所・認定こども園と小学校との連携を充実させることで、子どもがそれま
での学びを生かし、かかわる力や主体性を発揮させながら学びに向かう姿勢を育みます。
また、各中学校区において、学校課題や地域特性、教育環境を踏まえた小中一貫した教育
を推進することで、各小中学校の教育活動を一層充実させます。

●事業１

事業名 事業のねらいと概要

幼保こ小連携推進事業

　入学前の幼児の実態を把握し、幼児期の教育を通して育まれた資質・能力を
踏まえた円滑な接続ができるように、幼稚園、保育所、認定こども園と小学校
との職員同士の交流、研修等を通して、新潟市共通幼小接続期カリキュラムの
周知・浸透を図ります。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

新潟市共通アプローチ・カリキュラムを自園
のカリキュラムに取り入れた園の割合（％） 30 前年度を

上回る 95

接続を見通したスタートカリキュラムの編
成・実施が行われている小学校の割合（％） 31 前年度を

上回る 100

基本施策５

施策

施策の計画
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●事業２

事業名 事業のねらいと概要

新潟市の小中一貫した教育の推進

　中学校区を単位とした小中学校間において、子どもたちの学習や学校生活へ
の適応に関する課題の解消を図ります。子どもたちの良さを共有し、褒めたり
励ましたりする機会を増やすことで、子どもたちの自己肯定感を高め、各小中
学校の教育活動を充実させます。
　「目指す子どもの姿」を設定することにより、小中一貫した教育の柱をつくり
ます。そして「共通プログラム」を策定し実践することで、「目指す子どもの姿」
の達成を図り、各小中学校の教育活動の接続を進めます。さらに、これまで実
践してきた小中合同の教育活動などは「独自プログラム」として継続します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

「目指す子どもの姿」の設定が完了した中学校
区数 26 56

「共通プログラム」、「独自プログラム」を策
定し、実践した中学校区数 8 20 30 42 56

※令和２年度までにすべての中学校区で「目指す子どもの姿」の設定を完了する予定です。
※「共通プログラム」と「独自プログラム」は、「目指す子どもの姿」の設定が完了した後に策定し、実践する予定です。
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人権を守り共に支え合う社会の推進

　6-1……人権教育・同和教育の推進、男女平等教育の推進

6-1  人権教育・同和教育の推進、男女平等教育の推進
　日常生活の中で市民一人一人の人権が尊重され、偏見や差別を生み出さない社会を実現
するための人権教育、同和教育、男女平等教育を進めます。
　職員一人一人が人権問題や同和問題に関心をもち、理解と認識を深め、市民の良き相談
役・パートナーとしての資質を高めるとともに、公民館では、女性セミナーや人権講座、
家庭教育学級などの事業を通して、市民に人権意識を啓発します。また、人権問題や同和
問題について、教職員が差別の現実を正しく認識し、子どもへの教育を推進します。

基本施策６

施策

施策の計画

●事業１

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

学校における人権教育・同和教育の推進 　人権教育、同和教育の推進のために、校内研修などが全ての教職員に確実に
実施されるように支援します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

人権教育、同和教育に関する校内研修を実
施した学校の割合（％） 100 100 100 100 100 100

事業名 事業のねらいと概要

公民館における人権教育の推進 　人権意識の啓発を図るため、女性や子ども、障がいのある人や外国籍の人た
ちの人権を学ぶ講座などを実施・継続します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

公民館の人権教育事業の参加者数 3,225 前年度以上 3,300
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●事業３

●事業４

●事業５

事業名 事業のねらいと概要

新潟市人権教育研修会
　行政職員（市長部局、教育委員会）や学校教職員等を対象に、人権教育研修会
を開催し、職員一人一人が人権問題や同和問題に関心をもち、理解と認識を深め、
市民の良き相談相手役・パートナーとしての資質を高めます。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

アンケートで「人権問題・同和問題への理解
が深まった」と回答した職員の割合（％） 94 100 100 100 100 100

事業名 事業のねらいと概要

男女平等教育の推進

　児童生徒が自分らしさを大切にして、個性や能力を発揮し、固定的な性別的
役割分担意識にとらわれずに主体的に進路や職業を選択できるよう、キャリア
形成に係る学びを充実させることを目指して実施します。各校に改訂版学習資
料及び指導の手引を配付するとともに、男女平等教育推進研究会を開催し、指
導内容の改善を図ります。

事業名 事業のねらいと概要

各種啓発図書の展示
　人権啓発や男女共同参画等を推進するために、関係課と連携協力し図書を集
めた展示を実施するとともに、学校での授業や学校図書館の展示に必要な図書
を提供します。

※年度により研修に参加する職員が変わっても、全ての職員が確実に理解できるような研修を目指します。
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家庭教育の充実と子育て支援

　7-1……家庭教育・子育て支援の充実【視点２】
　7-2……乳幼児期からの読書活動推進【視点２】

7-1  家庭教育・子育て支援の充実【視点２】
　家庭の教育力の向上に向け、学校と家庭及び地域と家庭の連携の推進、家庭教育に関す
る不安や疑問などに対応する学習機会や相談体制の充実に取り組みます。子育て中の保護
者が安心して学習できる機会や家庭教育に関する情報を提供するとともに、子育ての悩み
等を共有できる仲間づくりを進めるなど、学びを生かす取組も支援します。

基本施策７

施策

施策の計画

●事業１

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

家庭教育振興事業
　子どもの成長期に合わせて、子育てに関する知識や親としてのかかわりなど
必要な情報を提供します。また、学校などと連携・協力しながら、家庭教育の
啓発を図ります。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

家庭教育学級でのアンケートで「今後に生かす
ことができる」と回答した参加者の割合（％） 84.4 前年度以上 90

保護者を対象とした家庭教育にかかわる講
座等を実施した小中学校の割合（％） 93.8 前年度以上 100

事業名 事業のねらいと概要

子育て支援事業
　子育て中の保護者に家庭教育の知識や情報を提供します。また、子育てフリー
スペース事業では公民館に乳幼児期等の親子が自由に出入りできる場所を設け
たりイベントを実施したりして、親同士の交流を促進します。

※家庭教育にかかわる講座等には、PTA等が主催するものも含みます。
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7-2  乳幼児期からの読書活動推進【視点２】
　子どもが言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊かなものにし、人生をよ
りよく生きる力を身に付けていく上で欠くことのできない読書活動を推進するとともに、
読書を通して親子のきずなを深めるために、保護者を対象とした取組を行います。
　また、乳幼児と一緒に図書館を利用しやすいように環境を整備します。

●事業１

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

ブックスタート事業

　乳幼児期からの読書習慣の形成を目指すために、１歳誕生歯科健診会場で、
ボランティアが親子一組ずつに、絵本を通した親子のふれあいや読み聞かせの
意義などの説明と絵本の読み聞かせを行い、希望する絵本を１冊手渡して、絵
本を通した親子のふれあいや読み聞かせの大切さを伝えます。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

ブックスタートアンケートにおいて家庭で
読み聞かせをしていると回答した割合（％） 81.4 83 85

事業名 事業のねらいと概要

赤ちゃんタイム
　乳幼児連れの保護者のための時間を設けるとともに、一般の利用者への周知
と理解を図ることで、乳幼児を連れた保護者が図書館を利用しやすい環境づく
りをする。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

中央図書館及び各区中心図書館において週
２回以上実施した館数

2館は
週2回…
5館は
週1回

前年度の
実績を踏ま
えて毎年度
設定

全７館で
週２回以上
実施

※３歳児保護者対象の「ブックスタートアンケート」（隔年実施）で調査します。
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　8-1……学び育つ各世代への支援【視点２】
　8-2……学習成果を生かす活動への支援【視点２】

8-1  学び育つ各世代への支援【視点２】
　あらゆる世代の市民の主体的な学習活動を推進するため、高等教育機関及び企業と連携
しながら、時代や社会の変化並びに市民の学習ニーズに応じた多様な学習機会の提供を効
果的に進めていきます。また、市民一人一人の学習活動や、市民が学びに出会い、学びを
深めていく場を支援するため、広く学習情報や資料を提供していきます。また、生涯にわ
たる学びの基礎となる読書習慣の定着を図るため、子どもの読書環境を整備します。

基本施策８

施策

施策の計画

●事業１

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

にいがた市民大学開設事業

　現代的な課題など専門性の高い講座や、時代や社会の変化並びに市民の学習
ニーズに対応した講座を通して、より豊かな市民生活に資するため、高等教育
機関等と連携しながらにいがた市民大学を開設します。受講後は学習で得た知
識や経験等が地域活動や教育活動で生かされるよう、受講生による自主グルー
プ化の支援に努めます。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

受講者の満足度（前期・後期講座、特別講座）（％） 82 前年度以上 90

受講者主体による自主グループ数 14 15 16 17 18 19

事業名 事業のねらいと概要

現代的課題を学ぶ公民館事業と
学習成果を発表する場の提供

　市民の自発的な学習活動を支援するために、青年期から高齢期までの各世代
の課題やニーズに応じた様々な公民館事業を展開します。また、文化祭などを
開催し、市民に学習成果を発表する場を提供します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

現代的課題を学ぶ講座等に参加した人の満
足度（％） 95 95 95 95 95 95

人生100年時代を見据えた循環型
生涯学習の推進

※課題やニーズに応じた公民館事業を展開し、参加者の満足度を維持していきます。
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8-2  学習成果を生かす活動への支援【視点２】
　市民が学んだ知識や成果を教育活動や地域に生かすために、生涯学習ボランティアなど
を育成するとともに、学校や地域などと連携しながら、その活動の場を支援します。また、
地域課題学習を通して地域活動を担う人材を育成し、地域コミュニティ協議会などの地域
団体の地域課題解決を支援します。

●事業１

●事業２

●事業３

●事業４

事業名 事業のねらいと概要

生涯学習ボランティア育成事業
　市民一人一人が自らの学習で培った知識や経験を地域活動や教育活動等に生
かすとともに、その活動が新たな自分を発見したり、生きがいを見つけたりす
ることにつながるよう、人材の育成と活動を支援します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

生涯学習ボランティアバンク登録者数 1,367 1,390 1,410 1,430 1,450 1,470
生涯学習ボランティア活動件数 550 560 570 580 590 600

事業名 事業のねらいと概要

地域活動を担う人材の育成 　市民の主体的な地域課題学習を支援するために、地域コミュニティ協議会な
どの地域団体と連携しながら、地域活動を担う人材を育成します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

地域コミュニティ活動の活性化を支援する
事業で学んだ成果を今後に生かしたいと回
答した割合（％）

80 82 84 86 88 90

事業名 事業のねらいと概要

子どもの読書環境整備事業
　子どもが読書習慣をつけるために、子どもまたは親子を対象とした事業の実
施やうちどく（家読）推進のために各種事業を実施し、子どもの読書環境整備を
進めます。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

市立図書館の児童書貸出冊数 1,181,182 前年度以上 1,185,000

事業名 事業のねらいと概要

市民に身近な生活課題解決のための情報
提供事業

　市民の生活課題や地域課題の解決に役立つよう、資料や情報を提供するとと
もに様々な講座を開催します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

情報提供を受けた人と講座に参加した人の
満足度（％） 82 前年度以上 90
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　9-1……地域と共にある学校づくりの推進【視点３】
　9-2……広報広聴活動の推進
　9-3……地域人材や高等教育機関、企業等との連携の推進

9-1  地域と共にある学校づくりの推進【視点３】
　「地域とともにある学校」を目指し、学校と地域が共通の目標をもって、学校と社会教育
施設、家庭、地域をつなぐネットワークづくりをさらに進め、協働事業を一層推進します。

基本施策９

施策

施策の計画

●事業１

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

コミュニティ・スクール推進事業
　学校運営協議会を設置し、保護者、地域、学校が一体となって子どもの成長
を支える体制を築き、「これからの社会をたくましく生き抜く力の育成」を目指
した学校づくりを進めます。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

学校運営協議会の設置中学校区数
※（…）内は学校数 4 8

56…
（165）

56…
（165）

56…
（165）

制度が機能していると回答した協議会の割
合（％） 80 80 80 85 90

事業名 事業のねらいと概要

地域と学校パートナーシップ事業

　学校教育活動のさらなる充実を図り、学・社・民の融合による教育を進める
ことを目的として、学校と地域を結ぶ地域教育コーディネーターを配置し、以
下の取組を行います。
　・学校と社会教育施設、地域活動を結ぶネットワークづくり
　・学校の教育活動、課外活動における地域人材の参画と協働
　・学校における地域の学びの拠点づくり
　・学校の教育活動の様子を地域に発信
※…「地域活動を結ぶネットワークづくり」や「地域人材の参画と協働」には、市立
高等学校におけるインターンシップも含んでいます。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

１校あたりの学校支援ボランティア延べ人数 1,989 2,050… 2,080… 2,110… 2,140… 2,170…

市立高校生インターンシップ受け入れ企業数 22 24 26 28 30 32

地域と学校・社会教育施設が協働する
教育の推進
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9-2  広報広聴活動の推進
　地域と学校、行政などが一層連携した取組を行うために各々のニーズや課題、教育資源
などについて理解し合い、協働できる取組を進めます。
　学校の子どもたちや生涯学習にかかわる市民の様子をはじめ、関連する教育委員会の施
策を、保護者、地域、学校に積極的に発信していきます。

●事業１

●事業３

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

区教育ミーティングの開催 　各区で年２回の教育ミーティングを開催し、全市的な教育情報の周知を図る
とともに、地域の教育課題の把握に努めます。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

区教育ミーティングの参加者満足度（％）
令和２年度の…
実績を
受けて設定

前年度を
上回る 80

事業名 事業のねらいと概要

教育情報発信事業
　新潟市ホームページによる「にいがた共育通信」の発信を行い、全市的な教育
情報を広報するとともに、学校教育や社会教育における特色のある活動を紹介
していきます。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

「にいがた共育通信」への年間アクセス件数 18,000 19,000 20,000 21,000 22,000 23,000

事業名 事業のねらいと概要

中学校区教育ミーティングの開催 　中学校区ごとに教育ミーティングを開催し、中学校区における教育課題の把
握と地域や学校関係者との意見交換を行います。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

中学校区教育ミーティングの参加者満足度（％） アンケート実施
指標設定 90

※…令和４年度から全市立小中学校で導入するコミュニティ・スクールの計画において、中学校区学校運営協議会合同会の中で
中学校区教育ミーティングの開催内容を実施できるように検討します。
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9-3  地域人材や高等教育機関、企業等との連携の推進
　地域の専門的な技能や経験をもつ人材、企業等の協力により、平日の放課後や土曜日なら
ではの豊かな体験活動や多様な学習機会を児童に提供します。
　地域コミュニティ協議会などの地域団体と連携・協働しながら、地域課題の解決を支援します。
　大学との連携を推進し、大学の人的・物的資産を積極的に活用することにより、市民のニー
ズにより広く対応したり、教職員研修の質を高めたりします。

●事業１

●事業２

●事業３

●事業４

事業名 事業のねらいと概要

子どもふれあいスクール事業

　小学校PTAと教育委員会の共催により、週１～３回平日の放課後や土曜日の
午前中に小学校の体育館や余裕教室などで、児童の自由遊びを基本にした「子ど
もふれあいスクール」を開催し、体験活動など様々な活動を実施します。また、
放課後児童クラブと連携した取組を進めます。
　ふれあいスクールにおける体験活動や学習機会提供のための「ふれあいプログ
ラム」を作成し、多様な活動を実施します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

子どもふれあいスクール平均児童参加率（％） 13.4 13.5 13.6 13.7 13.8 13.9

ふれあいプログラム活用校数 35 37 38 39 40 41

事業名 事業のねらいと概要

公民館と地域団体との協働事業
　様々な地域コミュニティ協議会と連携し、世代間交流や地域の絆づくりなど
の協働事業を行うことによって、それぞれの地域課題の解決を支援していきま
す。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度
公民館と連携事業を実施する地域コミュニ
ティ協議会数 56 57 58 59 60 61

事業名 事業のねらいと概要

図書館と教育機関・企業との連携協力

　教育機関や地域団体、地元企業等と連携・協力を進め、地域課題の解決や地
域活動を担う人材を育成するための資料や情報を提供します。
・…教育・社会福祉施設のほか、地域活動団体や民間店舗等を含む団体への図書
館資料の貸出（学校除く）

・新潟大学附属図書館・新潟県立図書館との配本ネットワークの実施

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

図書館から学校以外の団体への貸出冊数 71,786… 72,000… 72,000… 72,000… 72,000… 72,000…

事業名 事業のねらいと概要

教職員研修における大学との連携 　各種教職員研修に大学の教員を招聘することにより最新の知見を生かした質
の高い研修を実施し、教職員の資質・能力の向上を図ります。

※デジタルメディアの普及に伴い、活字離れが進む中で、外部機関等との連携・協力により現状の貸出冊数を維持します。
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※確実に子どもの安全を確保するために、すべての小学校区において実施することを最低限の指標としました。

　10-1……保護者や地域と連携した安心安全な学校づくりの推進【視点４】
　10-2……教育の機会均等を図るための取組の推進【視点４】

10-1  保護者や地域と連携した安心安全な学校づくりの推進【視点４】
　児童生徒の通学時の安全対策上の課題を組織的・定期的に検討し、交通事故防止や不審
者対応などへの体制づくりを進め、その充実を図ります。また、災害時に危険を自ら察知
し、率先して安全を確保するための行動ができるよう、自然災害の特徴や地域の自然環境・
災害防災について発達段階に応じて学ぶ防災教育を充実させます。

基本施策 10

施策

施策の計画

●事業１

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

地域見守り活動支援事業

　小学校区毎に、子どもの登下校の安全確保のための見守りを目的としたボラ
ンティア組織「子ども見守り隊」を設置し、時間や場所を明確にした見守り活動
を行います。また、登下校時における防犯対策に関する「地域の連携の場」を開
催し、継続して見守り活動の改善を行います。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

子ども見守り隊を組織し、見守り活動を行っ
ている学校の割合（％） 100 100 100 100 100 100

登下校時における防犯対策に関する「地域の
連携の場」を開催した学校の割合（％） 100 100 100 100 100 100

事業名 事業のねらいと概要

「防災教育」学校・地域連携事業 　「防災教育」学校・地域連携事業を通じて自校化してきた各校の防災計画を、
社会や自然の状況、学校区の状況に応じて地域と連携しながら改善を進めます。

学びのセーフティネットの構築に向けた
取組の推進
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10-2  教育の機会均等を図るための取組の推進【視点４】
　経済的理由により就学の機会が失われることがないよう、また、誰もが安心して学習に
取り組み、多様な進路選択ができるよう、教育機会の確保に向けた取組を進めます。

●事業１

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

就学援助制度

　経済的理由により就学困難な子どもの保護者へ学用品費などに係る経費を援
助することで、義務教育における教育の機会均等を図ります。
　また、支援を必要とする人が確実に制度を利用できるよう、適切な周知方法
を検討します。

事業名 事業のねらいと概要

新潟市奨学金貸付事業

　大学等への修学のために経済的支援が必要な生徒、学生へ奨学金の無利子貸
付を行うことで、高等教育における教育の機会均等を図ります。また、返還の
不安を解消することで、在学中も安心して勉学に励めるよう、一定の条件に該
当する奨学生には返還金の一部を免除します。



48

基
本
施
策
11

学校教育・生涯学習環境の基盤づくり

　11-1……学校施設の整備
　11-2……市民の多様な学習に応じた学習環境の整備【視点４】
　11-3……学校適正配置に向けた取組
　11-4……市立幼稚園の再編に向けた取組

11-1  学校施設の整備
　学校の統合や児童生徒数の急増などに対応するほか、施設の長寿命化に向けた大規模改
造などを行い、より安全で快適な教育環境の整備を進めます。

11-2  市民の多様な学習に応じた学習環境の整備【視点４】
　市民の生涯にわたる多様な学習活動や地域課題等の解決を支援するため、生涯学習セン
ターや図書館の機能と様々な媒体を有効に活用しながら、情報を積極的に発信するととも
に、情報や資料等の収集・提供と相談体制の充実を図ります。

施策

施策の計画

●事業１

●事業１

事業名 事業のねらいと概要

学校施設整備事業
　学校の統合や児童生徒数の急増等に対応した施設整備を行うとともに、老朽
化した校舎の大規模改造やトイレ改修などを行うことにより、教育環境の改善
を図ります。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

新増改築・大規模改造実施校数 8 10 （10） （10） （10） （10）

トイレ洋式化率（％） 59 61 63 65 67 69

事業名 事業のねらいと概要

学習情報提供事業
　市民の生涯にわたる多様な学習活動や地域課題等の解決を支援するため、本
市で実施する多様な講座や市民活動機会の情報を整理し、ホームページ等を通
じて情報提供に努めます。

基本施策 11

※…新増改築・大規模改造実施校数は、令和３年度実施の老朽度調査の結果を勘案し、国の予算状況を見ながら毎年度設定します。
※…トイレ洋式化率は、過去実績に基づき毎年度２％上昇としています。（学校に設置されている便器の内、様式便器の割合）
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●事業２

事業名 事業のねらいと概要

図書館サービス事業

　図書館情報システムやホームページを運用するとともに、配本車の運行によ
り、図書館資料を効率的に市民に提供します。また、国立国会図書館の図書館
向けデジタル資料送信サービスの提供や、新潟市のデジタルアーカイブ公開な
ど、インターネットを活用した情報を提供します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

市民一人当たりの図書館資料（雑誌、AVを
含む）貸出点数 5.4 5.4 5.4 5.4 5.4 5.4

※デジタルメディアの普及に伴い、活字離れが進む中、様々な情報に対するニーズに応えながら、現状の貸出点数を維持します。

11-3  学校適正配置に向けた取組
　様々な個性をもつ児童生徒に、多様な考え方に触れさせ、豊かな心や集団性・社会性を
育むとともに、互いにかかわり合い、コミュニケーションを通した学びにより資質・能力
を育むことができるように、望ましい学校規模の実現に向けて地域との協議を進めます。

11-4  市立幼稚園の再編に向けた取組
　「言語表現能力や集団とのかかわりの中で自己発揮する力の育成」を目指すとともに、幼
児教育の良さを小学校教育に繋げる接続・連携のあり方や、障がいの有無にかかわらず、
共に生活し学び育つ指導の在り方について研究・実践します。その成果を広く発信する幼
児教育のセンター的役割を担うことができるように、教育環境の効果的な集中を行う「市
立幼稚園再編」を進めます。
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市民に信頼される教育関係職員の育成

　12-1……教育関係職員の研修プログラムの充実【視点５】
　12-2……教職員への支援体制の充実
　12-3……信頼される教職員の採用・登用・配置

12-1  教育関係職員の研修プログラムの充実【視点５】
　参加者のニーズや社会の動向を踏まえた工夫・改善を通して、教育関係職員が自ら学び続
け、高い専門性と豊かな人間性を伸長できるような研修プログラムを継続して実施します。

施策

施策の計画

●事業１

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

教育関係職員の研修プログラムの一層の
充実

　新潟市教職員の資質向上に関する指標に基づいて資質、指導力の向上を目指
します。教育の動向や学校現場のニーズ、それぞれの職員のキャリアステージ
に応じた研修体系を構築するとともに、マンツーマン指導を核とした参加型の
研修講座を実施します。また、新潟市マイスターを活用して研修の一層の充実
を図ります。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

各研修講座における参加者の満足度（％） 89 90 90 90 90 90

各研修講座アンケートで「今後に生かすこと
ができる」と回答した参加者の割合（％） 89 90 90 90 90 90

事業名 事業のねらいと概要

「学・社・民の融合」に関する研修の推進

　…「学・社・民の融合による人づくり、地域づくり、学校づくり」を一層推進す
るため、地域教育コーディネーターやふれあいスクール運営主任等の実践力を
向上させるための研修や、生涯学習・社会教育関係職員の専門的知識と技術を
高める研修を開催します。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

地域と学校パートナーシップ事業研修会参
加者理解度（％） 95 95 95 95 95 95

子どもふれあいスクール研修会参加者理解
度（％） 98 98 98 98 98 98

基本施策 12

※各研修講座における受講者の満足度と活用度は４段階評価のＡを対象とし、この数値を維持していくことを目指します。

※現在、高評価を得ている研修を、今後も内容の工夫・改善をすることで維持します。
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12-2  教職員への支援体制の充実
　全ての教職員が生き生きと子どもたちと向き合うため、学校園と教育委員会、保護者・
地域が一体となった教職員の働き方改革を推進することにより、働きやすい職場づくりを
目指すとともに、教職員の心身の健康の保持増進へのきめ細かな支援を充実させます。

●事業１

●事業４

●事業２

●事業３

事業名 事業のねらいと概要

多忙化解消対策の推進

　魅力ある教職員を育成し、質の高い教育活動を行うために、学校園と教育委
員会、保護者・地域が一体となって教職員の長時間勤務の縮減を推進します。
　・一校一取組で働きやすい職場改革＜組織としての挑戦＞
　・一人一取組で「自分時間」を創造＜個の挑戦＞
　長時間勤務が常態化している中で、長時間にわたる時間外勤務をしている教
職員を減らす取組を進めながら、全体の時間外勤務の縮減を図ります。

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

月当たり平均時間外勤務時間が45時間を超
える教職員の割合（％） 36 30 前年度以下

年間14日以上の年次有給休暇を取得する教
職員の割合（％） 58 70 前年度以上

事業名 事業のねらいと概要

教職員ヘルスケアシステム

　教職員の病気休暇・休職者の減少に向け、教職員の心の健康保持増進、疾病
の早期発見・早期治療を促進するとともに、円滑な職場復帰及び復帰後の再発
防止に努めます。
　・メンタルヘルス相談体制の充実
　・医師による面接指導の実施
　・職場復帰のための支援体制整備
　・職員研修の開催
　・健康管理委員会の運営

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

教職員のうち精神疾患による療養休暇取得
者・休職者（30日以上）の人数 58 前年度を

下回る

事業名 事業のねらいと概要

部活動指導員派遣事業 　中学校の部活動に所属する生徒に対して、より専門的な指導を提供するとと
もに、部活動顧問の負担軽減を図ります。

事業名 事業のねらいと概要

学校事務支援員の配置 　教職員の事務的な負担を軽減するため、印刷や資料の整理等を行う学校事務
支援員を配置します。

※計画期間中に療養休暇取得者・休職者数を１割程度削減することを目指します。
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●事業５

●事業６

事業名 事業のねらいと概要

スクールロイヤーの活用 　学校現場における対応困難な問題を解決に導くとともに、教職員の時間的・
精神的な負担を軽減するため、弁護士による相談や助言を行います。

事業名 事業のねらいと概要

スクールソーシャルワーカーの活用
　学校だけでは対応困難な生徒指導上の諸問題について、専門的な見地から児
童生徒、保護者、学校等に具体的な支援や働きかけを行うとともに、児童生徒、
保護者の環境への働きかけを行い、問題の解決、解消を図ります。

12-3  信頼される教職員の採用・登用・配置
　子どもの健やかな成長を支え、地域住民や保護者、子どもから信頼される教職員の採用
や管理職の登用を進めるため、人材確保に向けた工夫・改善を行います。また、教育ビジョ
ンを踏まえ、特色ある学校づくりが一層推進できるよう、教職員を適材適所に配置します。

●事業１

●事業２

事業名 事業のねらいと概要

教員採用選考検査

　公平・公正・透明性のより一層の向上を図りながら、人間力を重視した選考
を行うとともに、人材確保のための工夫・改善を行います。
　・教員採用選考検査の実施
　・SNS等を活用した人材確保の取組
　・検査内容の精選や出願資格の見直し

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

教員採用選考検査の出願者数 512 500 510 520 530 530

事業名 事業のねらいと概要

女性管理職の積極的登用

　学校運営における男女共同参画の向上を図るため、女性教職員が管理職を目
指しやすい環境を整え、女性管理職等の割合を拡大させます。
　・女性教員の学校運営参画意識の啓発
　・教職員のワーク・ライフ・バランスの確立

指標 現状 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

市立学校園の女性管理職（校園長・教頭）の
割合（％） 18 20 前年度以上

※採用見込みのピークである令和５年度（176人）において、倍率３倍を維持できる人数を目標とします。

※取組の成果は、次年度４月１日の発令をもって確定します。
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資料

語　　句 解　　　　　　説

あ ICT
Information…and…Communication…Technology…の略で、情

報の伝達や情報処理に関する技術を総称的に表す語。

あ アグリ・スタディ・
プログラム

これまで農業体験学習が行われてきた学校教育田・学校教材園・
近郊の農家・「いくとぴあ食花」、さらに、平成26年度に開園した
「新潟市アグリパーク」などをフィールドとして展開するプログラ
ム。
子どもが知識と体験を結び付けて、自らの「生きる力」に変換し

ていくことができるように、五感を働かせて学習課題を解決した
り、体験を言語化・数値化・絵図化する学習を取り入れたりする
授業を進められるように計画している。

い インクルーシブ
教育システム

共生社会の形成に向けて、障がいのある子どもと障がいのない
子どもが共に学ぶ仕組みであり、自己の生活する地域において初
等中等教育の機会が与えられ、個人に必要な「合理的配慮」が提供
されること。

が 学校運営協議会

保護者や地域住民等が一定の権限と責任をもって学校運営に参
加することで、育てたい子ども像、目指すべき教育のビジョンを
共有し、目標の実現に向けて協働する仕組み。学校運営協議会を
設置した学校をコミュニティ・スクールと呼ぶ。

が 学校・学級の支持的風土
認め合い、助け合い、期待をかけ合い、高め合う温かい学校・

学級の風土。

が 学校支援ボランティア
学習支援ボランティア

学校における教育活動、課外活動などを支援する保護者や地域
住民等のこと。
特に、授業において個々の子どもの学習を支援する学生ボラン

ティアを「学習支援ボランティア」と呼んでいる。

が 学・社・民の
融合による教育

「学」は学校、「社」は公民館や図書館などの社会教育施設、「民」
は地域住民、家庭、地域の団体や企業。それぞれが役割を果たし、
一体となって推進する教育。

か カリキュラム

一定の教育の目的に合わせて、考え出された教育内容とその決
まった修業年限の間での教育と学習を総合的に計画したものをい
う。一般に小学校から大学に至るまでの、各学年での時間割とし
て知られるものも、カリキュラムの一部である。これは狭義のも
ので、教育課程とほぼ同じである。

Ⅶ
１　用語集
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き キャリア教育
一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力

や態度を育てることを通して、キャリア発達を促す教育。

き キャリアステージ

教職員一人一人のキャリアは多様であるとの前提の下、研修等
を通じて教職員の資質の向上を図る際の目安として設定されたス
テージ。新潟市では、経験１～５年目の第１ステージ、経験６～
13年目の第２ステージ、経験14年目以降の第３ステージの３つ
のステージに分けられている。

き キャリア・ノート
児童生徒が、教育活動や日常生活における見通しや振り返りを

記述して蓄積していくポートフォリオ的な教材。

き キャリア・パスポート

キャリア・ノート３年間の記述から抜粋して転記するもので、
小学校下学年（１～３年生）用、小学校上学年（４～６年生）用、中
学校用、高等学校用があり、校種を超えて12年間引き継いで活用
する教材。

き キャリア発達
社会の中で自分の役割を果たしながら、自分らしい生き方を実

現していく過程のこと。

き 教育課程

学習指導要領等に基づき、各教科、道徳、特別活動及び総合的
な学習の時間等について、学校教育の目的や目標を達成するため
に、教育内容を子どもの心身の発達に応じ、授業時数との関連に
おいて総合的に組織した各学校の教育計画。

き 教育関係職員と教職員

新潟市教育ビジョン第４期実施計画において、教育関係職員と
は、学校や教育委員会事務局に勤務する新潟市の職員を指す。ま
た、教職員は学校に勤務する新潟市の職員を指し、教育関係職員
に含まれる。

き 教育支援センター
各区における教育に関する窓口と各種相談業務を担うととも

に、指導主事の学校訪問など学校への支援を行う教育委員会の機
関。

き 共生社会

障がいのある人の人格及び人権が尊重され、社会的障壁のな
い共に生きる社会。平成26年２月に、我が国においても「障害者
の権利に関する条約」が効力を生じ、「共生社会」の形成に向けて、
障がい者関連法の改正が行われた。

く 区教育ミーティング・
中学校区教育ミーティング

各区を担当する教育委員が、各区の自治協議会委員、中学校区
の保護者などと懇談･意見交換を行い、全市的な教育情報を伝え
るとともに、地域における教育の実情などを把握することを目的
として開催する会議。
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こ 校種間連携
例えば、小学校と中学校との連携のように、違う学校種間での

連携。本市では、保育所、認定こども園等との連携も含める。

ご 合理的配慮

学校教育においては、障がいのある子どもが他の子どもと平等
に教育を受けることを確保するために、学校の設置者及び学校が
必要かつ適当な変更・調整を行うこと。そのニーズに応じて個別
に必要とされるものであり、体制面、財政面において均衡を失し
た又は過度の負担を課さないもの。

こ 子どもふれあいスクール
学校施設を地域に開放して、安心・安全な居場所を提供し、子

どもと地域の大人がふれあうことにより、心豊かな子どもたちを
育むとともに、地域の教育力の向上を図ろうとする事業。

こ コミュニティ・スクール
学校運営協議会を設置した学校。
※学校運営協議会の欄を参照

じ 持続可能な開発のための教育
（ESD）

ESDとは、地球温暖化・資源などの環境的視点、貧困削減・企
業の社会的責任などの経済的視点、雇用・男女平等・平和・人権
などの社会・文化的視点から、より質の高い生活を次世代も含む
すべての人々にもたらすことのできる開発や発展を目指した教育
であり、持続可能な未来や社会の構築のために行動できる人の育
成を目的としている。

し 市長部局

保健福祉や都市整備など市長の権限で事務を行う市役所の担
当組織をいう。条例の制定や予算の議決など自治体の意思決定を
行う議会や、特定の事務について市長から一定の独立した権限を
もつ教育委員会などの行政委員会及び水道局などの公営企業を除
く。

じ 持続可能な開発目標
（SDGs）

2015年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のた
めの2030アジェンダ」で記載された2016年から2030年までの
国際目標。政府は、SDGsに関する８つの優先課題を挙げており、
その①「あらゆる人々の躍進の推進」では、「子供の貧困対策」や「次
世代の教育振興」の取組が盛り込まれている。

し 社会教育施設
人々の学習活動の拠点となる施設であり、公民館をはじめ、図

書館、博物館、青少年教育施設等がある。

じ 循環型生涯学習
自ら学んだ成果を地域で生かし、学びを継承していくことで、

新たなつながりを広げ、地域課題の解決や地域の活性化を推し進
める人材の育成（活動の場の支援）を進めること。
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し 生涯学習ボランティア
自らの学習で培った知識や経験を地域活動や教育活動に生かし

ている人。

じ 情報モラル

ネットワーク上のルールやマナー、危険回避、個人情報・プラ
イバシー、人権侵害、著作権等に対する対応や、コンピュータな
どの情報機器の使用による健康とのかかわりなど、情報社会で適
正な活動を行うための基となる考え方と態度。

し 食育

心身の成長や健康の保持増進の上で望ましい栄養や食事のとり
方を理解し、自ら管理していく能力や食物や自然、食物の生産な
どにかかわる人々への感謝の心、食生活のマナーや食事を通じた
人間関係形成能力、各地域の産物、食文化や食にかかわる歴史な
どを理解し、尊重する心などを総合的に育むという観点から食に
関する指導を行うこと。

ち 地域教育コーディネーター
学校と地域活動や社会教育施設の間の調整役となり、地域の人

材を発掘したり、学校を核とした地域ぐるみの教育活動を企画・
運営したりするなどの役割を担う職員。

ち 地域と学校パートナー
シップ事業

学校教育活動のさらなる充実を図るとともに、豊かなコミュニ
ティづくりのため、地域に開かれ、地域と共に歩むことができる
ように、学校と社会教育施設、地域との様々な活動を結ぶネット
ワークづくりや協働事業等を推進し、学・社・民の融合による教
育を進めることを目的とした事業。

ち 超スマート社会
ICTを最大限に活用し、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル

空間（現実世界）とを融合させた取組により、人々に豊かさをもた
らす社会。（第５期科学技術基本計画）

で デジタルアーカイブ
所蔵資料を電子化して保存・公開するシステム。文書・写真・

映像などを対象とし、インターネットを通じて資料目録を検索し
たり、デジタル画像を閲覧したりできる。

ど 同和問題

日本社会の歴史的発展の過程で形づけられた身分階層構造に基
づく差別により、日本国民の一部の人々が長い間、経済的、社会
的、文化的に低位の状態を強いられ、今なお結婚を妨げられたり、
就職で不公平に扱われたり、日常生活の上でいろいろな差別を受
けるなどの我が国固有の重大な人権問題。
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語　　句 解　　　　　　説

ど
読書センター
学習センター
情報センター

学校図書館に期待されている役割。
○読書センター
児童生徒の創造力を培い、学習に対する興味・関心等を呼び起

こし、豊かな心を育む、自由な読書活動や読書指導の場としての
役割を果たす。
○学習センター
児童生徒の自発的、主体的な学習活動を支援したり、授業の内

容を豊かにしてその理解を深めたりして、教育課程の展開に寄与
する役割を果たす。
○情報センター
児童生徒や教職員の情報ニーズに対応したり、情報の収集・選

択・活用能力を育成したりする役割を果たす。

と 特別支援教育

障がいのある児童生徒の自立や社会参加に向けて、一人一人の
教育的ニーズを把握し、そのもてる力を高め、生活や学習上の困
難を改善または克服するために、適切な教育や指導を通じて必要
な支援を行うこと。

と 特別支援教育サポート
センター

特別支援教育に関する業務を総合的に行う機関。保護者や学校
に対する教育相談、各種専門的な検査の実施、特別支援教育に関
する教員研修の企画・運営、特別支援教育に関する情報の収集や
発信などを行う。

ふ 深い学び

習得・活用・探究という学びの過程の中で、各教科等の特質に
応じた「見方・考え方」を働かせながら、知識を相互に関連付けて
より深く理解したり、情報を精査して考えを形成したり、問題を
見いだして解決策を考えたり、思いや考えをもとに創造したりす
ることに向かう学び。

ぶ 部活動指導員
中学校、高等学校等において、校長の監督を受け、部活動の技

術指導や大会への引率等を行うことを職務とする部活動の外部指
導者。2017年度に制度化された。

ぷ プログラミング的思考

自分が意図する一連の活動を実現するために、どのような動き
の組み合わせが必要であり、一つ一つの動きに対応した記号を、
どのように組み合わせたらいいのか、記号の組み合わせをどのよ
うに改善していけば意図した活動に近づくのか、といったことを
論理的に考えていくこと。
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語　　句 解　　　　　　説

ま 学びの循環

社会教育や生涯学習活動で一人一人の興味・関心を深め、そこ
で培った能力や知識・経験を生かしてボランティア活動や社会活
動等に取り組み、それらを通してさらに学びを深めるために新た
な学習活動に進むなど、学習成果をさらなる活動に生かすこと。

ま 学びのセーフティネット
社会参加・自立に必要な知識・能力を一人一人が身に付けるこ

とができるよう、誰もが個性、能力、ライフステージ等に応じて
教育にアクセスするための環境を整備すること。
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教育ビジョン推進本部

教育ビジョン推進委員会
（学識経験者、小中学校長など）

本 部 長 教育次長
 （学校管理・生涯学習担当）

副 本 部 長 教育次長
本 部 員 各所属長
・教育ビジョンの進行管理
・実施計画の策定
・施策・事業の評価

教育委員会事務局各課・機関
　・事業の実施、状況報告

事務局：教育委員会
　　　　教育総務課教育政策室
　・推進本部の事務局業務

教 育 委 員 会

新潟市教育ビジョン推進体制

R ２.４.１現在

報告

報告

評価・助言
意見交換

助言・提言

取組報告

評価指示

１　教育ビジョン推進本部の所掌事務
　　（１）　教育ビジョンの実施計画の策定に関すること。
　　（２）　教育ビジョンの施策・事業の評価に関すること。
　　（３）　その他教育ビジョンの推進に関すること。

２　教育ビジョン推進委員会の所掌事務
　　（１）　教育ビジョンの実施計画について意見を述べること。
　　（２）　教育ビジョンの進捗状況について報告を受け、助言を行うこと。
　　（３）　その他教育ビジョンの進行管理について助言を行うこと。

２　推進組織
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新潟市教育ビジョン推進本部設置要綱
　（設置）
第１…条　新潟市教育ビジョン（以下「教育ビジョン」という）に基づく施策・事業の評価を実施し、教育ビジョ

ンの適切な進行管理を推進するため、教育委員会事務局に新潟市教育ビジョン推進本部（以下「本部」と
いう。）を設置する。

　（所掌事務）
第２条　本部の所掌事務は、次のとおりとする。
…（１）　教育ビジョンの実施計画の策定に関すること。
…（２）　教育ビジョンの施策・事業の評価に関すること。
…（３）　その他教育ビジョンの推進に関すること。
　（組織）
第３条　本部は、本部長、副本部長、及び本部員をもって構成する。
… ２…　本部長は、教育次長（学校管理・生涯学習担当）をもって充て、副本部長は、他の教育次長をもって

充てる。
… ３　本部員は、別表の職にある者をもって充てる。
　（本部長及び副本部長）
第４条　本部長は、本部を総括する。
… ２　副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故のあるときは、その職務を代行する。
　（会議）
第５条　本部会議は、本部長が必要に応じて招集する。
… ２…　本部長が必要と認めたときは、本部構成員以外の者を本部会議に出席させ、説明を求め、又は意見

の聴取をすることができる。
　（庶務）
第６条　本部の庶務は、教育総務課において処理する。
　（委任）
第７条　この要綱に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部長が別に定める。
　　附　則
　（施行期日）
… １　この要綱は、平成18年５月１日から施行する。
　　　（教育ビジョン策定委員会設置要綱等の廃止）
… ２　教育ビジョン策定委員会設置要綱及び教育ビジョン策定プロジェクトチーム設置要綱は廃止する。
　　附　則
この要綱は、平成19年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成19年10月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成21年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成23年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成24年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成25年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成26年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成27年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成27年10月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成28年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成29年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

別表（第３条関係）

教育総務課長　学務課長　施設課長　
保健給食課長　地域教育推進課長　
学校人事課長　教育職員課長　総合
教育センター所長　学校支援課長　
教育相談センター所長　特別支援教
育サポートセンター所長　生涯学習
センター所長　中央公民館長　中央
図書館長
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新潟市教育ビジョン推進委員会開催要綱
　（目的）
第１…条　新潟市教育ビジョン（以下「教育ビジョン」という。）の進行管理を行うため、新潟市教育ビジョン推

進委員会（以下「委員会」という。）を開催する。
第２条　委員会は、次の事項を行う。
…（１）　教育ビジョンの実施計画について意見を述べること
…（２）　教育ビジョンの進捗状況について報告を受け、助言を行うこと
…（３）　その他教育ビジョンの進行管理について助言を行うこと
　（委員構成等）
第３条　委員会は、委員10人以内をもって構成する。
… ２　委員は、市民、識者及び小中学校の校長のうちから構成する。
… ３　委員のうち２人以内は公募により選任し、公募委員の選任方法は別に定める。
　（任期）
第４…条　委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、通算の在任期間が６年を超えて再任するこ

とはできない。
… ２　任期中に委員が交代するときは、後任者の任期は、前任者の残任期間とする。
　（委員長等）
第５条　委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。
… ２　委員長は委員会の進行を行う。
… ３…　委員長に事故があるとき又は欠けたときは、あらかじめ委員長の指名する副委員長がその職務を代

行する。　
　（会議）
第６…条　委員会は、新潟市教育ビジョン推進本部設置要綱第３条で規定する本部長（以下「教育ビジョン推

進本部長」という。）が招集する。
… ２…　教育ビジョン推進本部長は、必要があると認めるときは、委員会の会議に委員以外の者を出席させ、

意見を求めることができる。
　（事務局）
第７条　委員会の事務局は、教育総務課内に置く。
　（委任）
第８…条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、教育ビジョン推進本部長が別

に定める。
　　　附　則

（施行期日）
… １　この要綱は、平成18年５月１日から施行する。
　　　（（仮称）新潟市教育ビジョン検討委員会設置要綱の廃止）
… ２　（仮称）新潟市教育ビジョン検討委員会設置要綱は、廃止する。
　　　附　則
この要綱は、平成19年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成23年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成24年３月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成28年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、令和２年３月１日から施行する。



　平成18年３月に政令市新潟の教育の方向性を示す新潟市教育ビジョンを策定して以
来、本市の教育は、「学・社・民の融合による人づくり、地域づくり、学校づくり」を合言葉
に、たくさんの方々と連携し、着実に成果をあげてきました。
　第３期実施計画の期間においても、学校では、質の高い学習課題を設定し、子どもの主
体性やかかわりを重視しながら解決していく授業が浸透してきたことにより、学力・体力
の向上に結び付いてきました。また、地域と学校がより結びつきを強くし、地域の力を生
かした教育活動を展開することで、地域とともに取り組む防災活動や安全活動も充実して
きています。
　生涯学習・社会教育においては、学校や社会教育施設、地域を舞台にして様々な取組が
行われており、自分が学んできたことを地域や次の世代のために生かそうとする、循環型
の生涯学習が浸透してきています。

　これまで誰も経験したことのない社会の到来が、にわかに現実味を帯びてきました。国
連では、持続可能な開発目標（SDGs）が示され、官民を挙げて達成に向けた取組が始
まっています。また、人生100年時代を迎え、市民が豊かな人生を送るためにも、生涯学習
とのかかわり方がますます重要になってきています。学校においては、学習用端末を子ど
も一人が１台持つ時代となり、教員の意識改革や授業の変革が求められています。このよ
うな大きく変化しつつある社会の動向を踏まえるとともに、本市の教育行政に寄せる市民
の思いをくみ取りながら、今後５年間に教育委員会がなすべきことを明らかにしたものが、
この第４期実施計画です。

　第４期実施計画では、中心的な考え方のテーマ「これからの社会をたくましく生き抜く
力の育成」を設定し、皆様と共有したいと考えました。これからの社会は予測困難と言わ
れていますが、大人も子どもも社会の変化を前向きにとらえ、主体的に、多様な人たちとも
協働しながら、よりよく、たくましく生き抜くことができるようになることを目指していき
ます。
　そして、希望や夢をもって意欲的に学ぶ子どもや、経験や知識を生かして、いろいろなス
テージで活躍できる、しなやかでたくましい市民が増えていくことを願っています。

　最後に、この第４期実施計画の策定にご協力いただいた皆様に感謝申し上げますととも
に、本市教育ビジョンが目指す教育の実現に向けて、市民の皆様からの一層のご支援とご
協力をお願い申し上げます。

令和２年３月

新潟市教育ビジョン第 4期実施計画の策定にあたって

新潟市教育委員会

編集・発行：新潟市教育委員会 教育総務課 教育政策室
〒951-8550 新潟市中央区学校町通１番町602番地１（令和２年５月６日まで）
 TEL 025-226-3178  FAX 025-230-0401
〒951-8554 新潟市中央区古町通７番町1010番地（令和２年５月７日より）
 TEL 025-226-3178  FAX 025-226-0030
 E-mail　somu.ed@city.niigata.lg.jp教育長 前田  秀子

第４期 実施計画
（令和２～６年度）

新潟市

教育ビジョン
これからの社会をたくましく生き抜く力の育成
～学・社・民の融合による人づくり、地域づくり、学校づくり～

https://www.city.niigata.lg.jp/smph/shisei/seisaku/seisaku/keikaku/kyoikuiinkai/kyoikuvision/index.html
内容の詳細は、「新潟市教育ビジョン」で検索していただくか、下記ホームページをご覧ください。
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